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＜全体方針＞ 

 「日本再興戦略 改訂 2014」、「経済財政運営と改革の基本方針 2014」、

「国土のグランドデザイン 2050」等に基づき、防災・減災、戦略的維

持管理・更新、東日本大震災の復旧・復興等に重点を置いた要求とする。 
 

・ 切迫する大規模地震や、気候変動に伴い頻発・激甚化する水害・土砂災害に対し、

ハード・ソフト一体となった予防的対策や、甚大な被害が発生した地域における再

度災害防止対策等、国土強靱化に向けた取組を推進。 
 

・ 管理施設の老朽化に対応するため、新技術の導入や長寿命化計画策定を通じたトー

タルコストの縮減を図る等の取組を推進。 
 

・ 賑わい、美しい景観、豊かな自然環境を備えた水辺を創出し、魅力あるまちづくり

を支援。 
 

・ 人口減少、高齢化等の制約下においても、多様で活力ある地方を創生する基盤とな

る安全・安心等の取組を推進。 
 

・ 東日本大震災被災地の復旧・復興を加速させるため、堤防等の復旧・整備を推進。 

 

 

 

水管理・国土保全局関係予算（一般会計国費） 9,763億円 

 

治水事業等関係費       9,181 億円 

 

          下水道事業関係費           62 億円 
 

災害復旧関係費          506 億円 
 

行政経費             13 億円 
  

・ 上記以外に、東日本大震災からの復旧・復興対策に係る経費3,932億円（うち、復旧

3,599億円※、復興81億円※、全国防災252億円）がある。 

・ 上記以外に、省全体で社会資本総合整備24,608億円（東日本大震災からの復旧・

復興対策に係る経費1,318億円（うち、復興1,220億円※、全国防災98億円）を含む。）

がある。 
  ※ 復興庁に一括計上されている。

予算の基本方針 

予算の規模 

１．平成 27 年度 水管理・国土保全局関係予算 

概算要求の概要 
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１．治水事業等関係費  

  （１） 防災・減災                 【国費：約5,859億円】 

 

   １） 南海トラフ巨大地震、首都直下地震等の大規模地震に 

備えた地震・津波対策               【国費：約463億円】 

切迫する大規模地震に備え、人命を守るとともに災害時においても社会経済シ

ステムが機能不全に陥らないように、東日本大震災の教訓を活かした津波防災地

域づくりを進めるとともに、堤防の耐震・液状化対策等を重点的に実施する。 

 

  ２） 気候変動等に伴う水害の頻発・激甚化に備えた治水対策  

                      【国費：約4,916億円】 

気候変動等に伴う被害の頻発・激甚化に備えるため、災害の起こりやすさや災

害が発生した際に想定される被害の程度を考慮し、抜本的な治水安全度の向上に

寄与する整備や堤防強化対策など、予防的な治水対策を重点的に実施する。また、

激甚な水害が発生した地域等において、再度災害防止対策を集中的に実施する。 

 

   ３）大規模土砂災害等に備えた対策            【国費：約943億円】 

近年の土砂災害の発生状況等を考慮し、地域の安全度向上に寄与する砂防堰堤

等の施設整備等の予防的な対策を重点的に実施するとともに、激甚な土砂災害が

発生した地域等において再度災害防止対策を集中的に実施する。また、伊豆大島

の土砂災害を踏まえ、火山地域における土砂災害危険度の調査を実施する。 

 

  （２）戦略的維持管理・更新               【国費：約1,973億円】 

 施設の老朽化に対応し、トータルコスト縮減と施設機能確保のため、長寿命化

計画の策定、それに基づく点検・診断、補修・更新、記録の着実な実施、更新機

会を捉えた施設の質的向上、新技術の導入、人材育成等の戦略的維持管理・更新

を推進する。また、自治体に対して技術的支援を講じる。 

 

  （３）水辺の未来創造                   【国費：約106億円】 

住民、企業、行政が連携し、「まちの価値を高めるための資源」として、賑わ

い、美しい景観、豊かな自然環境を備えた水辺を再生・創出することにより、魅

力と活力のあるまちづくりを支援する。 

         

 

２．下水道事業関係費                     【国費：約62億円】 

効率的かつ計画的な浸水対策・地震対策、民間活力を生かした下水道整備、ア

セットマネジメント、リスクマネジメント、資源・エネルギーの有効活用等の推

進を図るために、必要な技術開発及び関連事業等を実施する。 
 

 

主 要 項 目 

※上記には「新しい日本のための優先課題推進枠」を含む。 

※ 治水事業等関係費として、この他に工事諸費等がある。 

※（１）１）は他項目との重複金額である。      
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「日本再興戦略 改訂2014」、「経済財政運営と改革の基本方針2014」等に掲げら

れた防災・減災対策、地方創生、PPP/PFI、イノベーション、老朽化対策等に係る

ものについて、「新しい日本のための優先課題推進枠」での要望を行う。 

 

（１） 激甚な水害・土砂災害が発生した地域等において集中的に実施す

る災害対策                

【国費：約 1,973 億円】 
近年発生した激甚な水害・土砂災害等により、人命被害や国民生活に大きな支障

が生じた地域等において、安全・安心を確保し、社会経済の活力を維持・増進して

いくため、集中的に防災・減災対策を実施する。 

また、近年の水害の発生状況等を踏まえ、堤防の緊急点検結果に基づく緊急対策

等、同様な被害の防止・軽減を図るための予防的対策を実施する。 
 

（２）水災害分野における気候変動適応策の推進のための調査・検討経費 

（行政経費） 

【国費：約 0.5 億円】 
気候変動に伴う水害、高潮災害等の頻発・激甚化を踏まえ、水災害分野における

気候変動適応策をとりまとめ、手引き等を作成することで適応策を推進する。
  

（３） 水関連分野の防災協働対話推進のための調査検討経費（行政経費）           

【国費：約 0.2 億円】 
各国との防災協働対話において、現地調査等により防災に関するプロジェクトや

ニーズを的確に把握し、最適な政策や技術の組み合わせ等を提案することにより、

我が国の優れた防災に関する技術・知見の普及を促進する。 

 

（４）民間のノウハウ・資金を活用した下水道管渠整備の推進 

   【国費：約 2 億円】 
下水道管渠整備において、PPP/PFI 手法による民間のノウハウ・資金を最大限

に活用した事業推進を図るため、民間の創意工夫により下水道事業と一体となっ

て実施する事業（排水設備の設置等）を支援する。 

 

（５）ICT を活用した効率的な施設の劣化診断技術の実証 

  【国費：約 8 億円】 
ICT を活用したモニタリング技術等により、下水道施設の状況を観測・分析し、

施設の劣化状況を早期かつ定量的に把握・診断する技術を国が主体となって実証し、

全国展開を図ることで、下水道施設の老朽化対策を推進する。 

 
※上記は主要項目との重複金額である。 

 

 

 

 

新しい日本のための優先課題推進枠

- 3 -



 

 

 

【国費：約 1,889 億円】 
※主要項目との重複金額である。  

 

「国土のグランドデザイン 2050」等に基づき、人口減少、高齢化等の制約下にお

いても、国民の安全・安心を確保し、社会経済の活力を維持・増進していくととも

に、地方の多様性を保持していくため、以下の観点から関連施策を推進する。 

 

（1）拠点とネットワークを守る防災・減災対策 
都市機能等の集積地域や周辺域の拠点となる地域において、安全・安心を確保し、

社会経済の活力を維持・増進していくため、拠点等を守る防災・減災対策を推進す

る。 

 

（２）まちづくりと一体となった魅力ある水辺空間の創造 
住民、企業、行政が連携して、賑わいがあり、美しさと風格を備えた魅力ある水

辺空間をまちづくりと一体となって創造する。 

 

（３）「インフラを賢く使う」ことで地域の安全と活性化に貢献 
小水力発電の導入促進や既設ダムを有効活用したダム再生、河川と下水道の一体

運用等、インフラを賢く使う取組を推進し、地域の治水安全度の向上を図るととも

に、地域の活性化に貢献する。 

 

（４）地域におけるバイオマス等の有効活用 
下水汚泥、伐採木等のバイオマスや、浚渫土砂、刈草等の治水事業から発生する

副産物を、資源として地域づくりに活用することで、地域の活性化に貢献する。 

 
 

 

 

【国費：3,932 億円（うち復旧 3,599 億円、復興 81 億円、全国防災 252 億円）
※】 

 

東日本大震災被災地の復旧・復興を加速するため、堤防の復旧・整備や耐震・液

状化対策等のインフラ整備の迅速化を図るとともに、大震災の教訓を踏まえ、津波

対策等を推進する。 

 

（１） 復旧・復興 
 東日本大震災の被災地の復旧・復興を加速するため、仙台湾南部海岸や名取川等

において、河川・海岸堤防の復旧・整備や耐震・液状化対策等を推進する。 

 

（２） 全国的な防災・減災 
 大規模地震の対策地域における津波被害リスクが高い地域等における津波対策

として、堤防等の耐震・液状化対策、堤防のかさ上げ等を実施する。 

 
※ 復旧 3,599 億円、復興 81 億円は、復興庁に一括計上されている。 

※ 東日本大震災からの復旧・復興に係る経費として、この他に社会資本総合整備（復興 1,220
億円、全国防災 98 億円）がある。復興 1,220 億円は、復興庁に一括計上されている。 

地方創生に向けた取組

東日本大震災からの復旧・復興に係る経費
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(A) (B) (A/B) (C) (D)

962,866 832,467 1.16 888,634 191,322

948,902 820,535 1.16 874,670 188,334

13,964 11,932 1.17 13,964 2,988

29,515 25,911 1.14 29,515 5,990

29,515 25,911 1.14 29,515 5,990

事 項

事 業 費

平 成 ２ ７ 年 度
要 求 ・ 要 望 額

前 年 度
予 算 額

対 前 年 度
倍 率

平 成 ２ ７ 年 度
要 求 ・ 要 望 額

うち「新しい日本のため
の優先課題推進枠」

国

治 水

海 岸

住宅都市環境整備事業

都 市 環 境 整 備

治 山 治 水

２．平成 27 年度 水管理・国土保全局関係予算概算要求総括表

7,624 5,992 1.27 6,202 1,410

1,000,005 864,370 1.16 924,351 198,722

67,006 67,338 1.00 50,640 -

52,631 45,391 1.16 40,024 -

14,375 21,947 0.65 10,616 -

1,067,010 931,708 1.15 974,991 198,722

1,300 1,096 1.19 1,300 296

1,068,310 932,805 1.15 976,291 199,018

下 水 道

一 般 公 共 事 業 計

災 害 復 旧 等

災 害 復 旧

災 害 関 連

公 共 事 業 関 係 計

行 政 経 費

合 計
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（単位：百万円）

(E) (C/E)

766,818 1.16

754,832 1.16

11,986 1.17

25,911 1.14

25,911 1.14

１．本表の計数には、平成26年度より社会資本整備事業特別会計が廃止されたこ
と
　に伴う影響額が含まれている。

２．東日本大震災復興特別会計に計上する復旧・復興対策事業に係る経費につい
て
　は、59頁の平成27年度「東日本大震災復興特別会計」水管理・国土保全局関係
予
　算概算要求総括表に掲載している。

３．本表のほか、
　（１） 委託者の負担に基づいて行う附帯・受託工事費として平成27年度
　　　  18,071百万円、前年度17,746百万円
　（２） 国有特許発明補償費として平成27年度3百万円、前年度3百万円
　（３） 消費税として前年度454百万円
　（４） 社会資本総合整備（国費2.33兆円［省全体］）
　（５） 内閣府計上の地域再生基盤強化交付金（国費50,210百万円［国全体］）
　がある。

４．四捨五入の関係で合計値が合わない場合がある。

備 考対 前 年 度
倍 率

費

前 年 度
予 算 額

5,324 1.16

798,053 1.16

50,640 1.00

35,180 1.14

15,460 0.69

848,693 1.15

1,096 1.19

849,789 1.15
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（１） 防災・減災  【国費：約5,859億円】 

 

１） 南海トラフ巨大地震、首都直下地震等の 

大規模地震に備えた地震・津波対策        【国費：約463億円※】 

※他項目との重複金額。また、上記の他、全国防災252億円がある。 

 
切迫する大規模地震に備え、人命を守るとともに災害時においても社会経済シス

テムが機能不全に陥らないように、東日本大震災の教訓を活かした津波防災地域づ

くりを進めるとともに、堤防の耐震・液状化対策等を重点的に実施する。 

 

○南海トラフ巨大地震・首都直下地震に対する総合的な取組 
 

国土交通省南海トラフ巨大地震・首都直下地震対策本部（本部長：国土交通大臣、

7 月）において、平成 27 年度に重点的に取り組むことと決定された、短時間で津

波が到達する沿岸域、ゼロメートル地帯、木造密集市街地等の災害リスクの高い地

域等における防災対策を省の総力を挙げて推進する。 

    

○東西分断対策 

 土砂災害による基幹的陸上交通ネットワークの機能停止を避けるため、重要交通

網等の保全を推進する。 

 

【例）由比
ゆ い

地区地すべり対策（静岡県）】 

南海トラフ巨大地震の発生により、幹線

交通が分断され人命救助や経済活動に甚

大な影響を及ぼすことが想定される由比

地区において、地すべり対策を推進する。 
 

静岡県静岡市清水区由比                      

３-１-１ 主要項目 

３-１ 治水事業等関係費 

３．水管理・国土保全局関係予算の項目毎要求内容 

広域なエリアにおいて巨大な津波が襲来

東日本大震災（H23.3）

木造密集市街地を中心とした火災と道路閉塞が発生

【都政新報社提供】

阪神淡路大震災（H7.1）

東日本大震災（H23.3）

出典：中央防災会議等

東日本大震災（H23.3）

地すべり

ブロック
東名高速道路

国道 1 号 

JR 東海道本線 
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○短時間で津波が到達する沿岸域の対策 

特に短時間で津波が到達する沿岸域において、住民等の安全な避難に資する海岸

堤防等の整備を推進する。 
 

【例）高知
こ う ち

海岸（高知県）】 

南海トラフ巨大地震による第 1 波の

津波が、最短で地震発生後 5 分で到達す

るため、安全に避難可能な時間を確保す

ることが喫緊の課題である。平成 27 年

度完成に向けて、東日本大震災の教訓を

踏まえ、施設の効果を粘り強く発揮する

構造とした堤防の耐震・液状化対策を推

進する。 

海岸堤防の耐震・液状化対策（高知県土佐
と さ

市） 
 

 

○ゼロメートル地帯等における堤防の耐震・液状化対策等 

津波浸水被害リスクの高い沿岸域及び河口部において、海岸堤防や河川堤防

の耐震・液状化対策等を推進する。 
 

【例）濃尾
の う び

平野（三重県）】 

ゼロメートル地帯が広がる濃尾平野におい

て、津波被害リスクが高い木曽川、揖斐川
い び が わ

の

河川堤防及び伊勢湾沿岸の海岸堤防の耐震・

液状化対策等を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

また、大規模かつ広域な浸水被害が発生した場合に備え、国や地方公共団体、交

通・ライフライン管理者など 50 の関係機関と連携して策定した「危機管理行動計

画」について、避難タイミングや避難場所・方法等を含む広域避難計画の策定、「情

報共有本部」の構築・運用、最新の排水・堤防復旧計画等を反映し改訂する。 
 

締固め工法による液状化対策（三重県桑名
く わ な

市）

堤防の耐震・液状化対策例 

濃尾平野の海抜ゼロメートル地帯 
（「平成 24 年における濃尾平野の地盤沈下の状況」より）

：大潮における平均満潮位 

(T.P.+1.20m)の地盤高線 

：海抜 0m(T.P.±0m)以下の 

地盤域 

：大潮における平均干潮位 

(T.P.-1.37m)以下の地盤域 

：T.P.-2.0m の地盤高線
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60k

岩倉峡

伊賀市

木興遊水地

長田遊水地

小田遊水地

新居遊水地

２） 気候変動等に伴う水害の頻発・激甚化に備えた治水対策         

           【国費：約4,916億円】 
気候変動等に伴う被害の頻発・激甚化に備えるため、災害の起こりやすさや災害

が発生した際に想定される被害の程度を考慮し、抜本的な治水安全度の向上に寄与

する整備や堤防強化対策など、予防的な治水対策を重点的に実施する。また、激甚

な水害が発生した地域等において、再度災害防止対策を集中的に実施する。 

 

○治水安全度の向上に大きく寄与する抜本的な治水対策  

抜本的な治水安全度の向上等を図るため、放水路の整備やダム事業等について

整備効果の早期発現に向け重点的に実施する。 
 
 

【例）旭 川
あさひかわ

放水路（岡山県）】        【例）上野
う え の

遊水地（三重県）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【例）津軽
つ が る

ダム（青森県）】        【例）八
や

ッ
ん

場
ば

ダム（群馬県）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

※なお、検証中のダム建設事業については、引き続き「新たな段階に入らない」ことを基本とし、

地域の意向を踏まえつつ生活再建工事等を着実に進めるために必要な予算を要求する。 

 
  

洪水の一部を放水路に分流させ、岡山市街

地の浸水被害の防止・軽減を図る。（平成

30 年度までの完成に向けて事業を推進。）

4 つの遊水地で木津川の洪水を貯留させ、伊賀

市街地の浸水被害の防止・軽減を図る。（平成

27 年度の運用開始に向けて事業を推進。） 

岩木川の洪水被害の軽減を図るとともに、流

水の正常な機能の維持、かんがい用水の補給、

水道用水・工業用水の供給、発電を行う。（平

成 28 年度までの完成に向けて事業を推進。）

吾妻川、利根川の洪水被害の軽減を図るとと

もに、流水の正常な機能の維持、水道用水・

工業用水の供給、発電を行う。（平成 31 年

度までの完成に向けて事業を推進。） 

ダム本体の打設状況

後楽園

瀬戸内海

JR岡山駅

県庁

分流部

国道2号

岡山市

完成イメージ
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○激甚な水害が発生した地域等において集中的に実施する災害対策 

 激甚な水害や、床上浸水が頻発するなど繰り返しの水害の発生により、人命被害

や国民生活に大きな支障が生じた地域において、安全・安心を確保し、社会経済の

活力を維持・増進していくため、集中的に防災・減災対策を実施する。 
 

【例）白川
しらかわ

（熊本県）】 

平成 24 年 7 月の九州豪雨により代
よ

継
つぎ

橋
ばし

観測

所で昭和 31 年の観測開始以来最高水位を記録

し、堤防からの越水等により約 3,000 戸の浸水

被害が発生した。 

堤防のかさ上げ、河道掘削等を短期集中的に

実施し、地域の安全・安心を確保する。 

 

 

 

○既設ダムを有効活用したダム再生 

ダムサイト適地が減少している中、コスト、工期、環境負荷を抑制しつつ、治水

機能の向上及びその機能の維持を図るため、我が国の先進技術である既設ダムを有

効活用したダム再生を推進する。また、ダム再生技術の積極的な国際展開を図る。 
 

【例）天ヶ瀬
あ ま が せ

ダム再開発（京都府）】 

 

 

 

 

  

   

 

 

 
 

 

○堤防の緊急点検結果に基づく緊急対策 

近年の水害の発生状況等を踏まえ、堤防の緊急点検結果に基づく緊急対策等、

同様な被害の防止・軽減を図るための予防的対策を実施する。 
 

【対策工】 

・浸透破壊：浸透水を速やかに排出するためのドレーン等の設置 

・パイピング※破壊：浸透を抑制するための堤脚部への遮水壁の設置 

・侵食･洗掘破壊：侵食･洗掘を防止するための護岸の設置 等  

 

  

【ダム再生の手法】 

・ 既設ダムのかさ上げ  

・ トンネル洪水吐の新設  

・ 堤体削孔等による洪水吐の増設 

・ 既設ダムの利水容量の有効活用 

・ 恒久的な堆砂対策    など 

ダム湖からダ

ム下流にトン

ネル形式の放

流設備（洪水

吐）を新たに設

置し、放流能力

を増強するこ

とによって、洪

水調節能力を

強化 

※地盤内にパイプ状の水の通りみちができること。 

 被災状況（熊本県熊本市） 
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○水災害分野における地球温暖化に伴う気候変動適応策の検討  

気候変動により災害の頻発・激甚化が予測されており、「多重防御」の考え方

に基づき、気候変動適応策に取り組む。 

 

住民、市町村等が危機管理対応を検討するに当たり前提とする外力※を検討し、

浸水想定を作成する。また、そこに至るまでの様々な外力の規模を対象にリス

ク評価を行うとともに、まちづくり等への活用が図られるよう浸水リスクのわ

かりやすい提示手法を検討する。さらに、リスク評価により水系全体のバラン

スを確認しつつ、ハード・ソフト対策を推進する。 
 

※施設計画上の外力を上回り現実的に想定される範囲内での最大のもの 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

わかりやすい浸水リスクの提示 

のイメージ（例：床上浸水発生確率）

IPCC 第 5 次評価報告書 
第 1 作業部会報告書 

（科学的根拠）（2013.9） 

・21 世紀末までに、世界平均海面水位

は 0.26～0.82m 上昇する可能性が高

い。また、 中緯度陸地などで極端な降

水がより強く頻繁となる可能性が非常

に高い。 

  

第 2 作業部会報告書 

（影響・適応・脆弱性）（2014.3） 

・確信度の高い複数の分野や地域に及ぶ

主要なリスクとして、「海面上昇、沿

岸での高潮被害などによるリスク」や

「大都市部への洪水による被害のリ

スク」などの 8 つが挙げられている。 

1 時間降水量 50mm 以上の 

年間発生回数（1,000 地点あたり） 
 ※気象庁資料より作成

住民、市町村等が危機管理対応を検討するに

当たり前提とする外力の浸水想定のイメージ 

（施設計画上の外力 

による浸水想定） 
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○水災害に関する防災・減災に対する総合的な取組 

水災害が発生した際に実施すべき対策を具体化し、省横断的に取り組みを強化す

るため、国土交通省水災害に関する防災・減災対策本部（本部長：国土交通大臣、

4 月）において決定された中間とりまとめを踏まえ、総合的に取り組むべき対策を

引き続き推進する。 

 

【タイムラインを活用した防災行動の推進】 

タイムラインの策定・活用手法等を定めた指針に基づき、台風想定のタイムライ

ンの策定を進める。 

避難行動等をより的確に支援するため、堤防決壊後に氾濫水の拡がりをリアルタ

イムに示すシミュレーション情報の提供を推進する。 

ゼロメートル地帯等における広域避難等を的確に支援するため、鉄軌道事業者、

地方公共団体等とともにタイムラインの策定に向けた取組み・実践を行うリーディ

ングプロジェクトを推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【地下街等における避難確保・浸水防止対策の推進】 

局地的な大雨等による被害を軽減するため、最新の観測・予報等の技術を踏まえ、

内水に関する浸水情報を提供する手法を検討するとともに、浸水時の避難確保・浸

水防止に関する関係者間の連携を促進する方策を検討する。 

予防的な対策として、効率的かつ効果的に浸水に対する安全度を高め、安心して

都市活動ができるよう、地下街等の内水氾濫のリスクが高い地区において、下水道

による総合的な浸水対策を推進する。 

 

 

タイムライン作成のイメージ 
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３） 大規模土砂災害等に備えた対策    【国費：約943億円】 

平成26年8月の広島県における土砂災害等、近年の災害の発生状況等を考慮し、

地域の安全度向上に寄与する砂防堰堤等の施設整備等の予防的な対策を重点的に

実施するとともに、激甚な土砂災害が発生した地域等において再度災害防止対策を

集中的に実施する。また、伊豆大島の土砂災害を踏まえ、火山地域における土砂災

害危険度の調査を実施する。 

 
○安全度の向上に大きく寄与する土砂災害対策 

荒廃地域等からの大規模な土砂流出による下流被害の防止や、災害時に経済活動

に甚大な影響を及ぼす重要交通網等の保全等、国土管理の基礎となる土砂災害対策

を実施する。 

 

【例） 常
じょう

願
がん

寺
じ

川
がわ

水系（富山県）】 

 常願寺川上流の大規模な崩壊

地（ 鳶
とんび

山
やま

崩れ）より流出する土

砂から、下流の富山市街地を保

全するため、砂防堰堤や山腹工

等を整備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【例）月山
がっさん

地区（山形県）】 

地すべりブロックが多数存

在し、地域に甚大な被害を及ぼ

すおそれがあるため、集水井工

等の工事を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

保全対象：富山市街地 

立山カルデラ

常願寺川→

砂防堰堤の整備状況

集水井による地下水排除の状況 
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○火山地域の土砂災害対策 

地質が脆弱で土砂流出の著しい火山地域及び火山活動の活発な地域において砂

防堰堤や遊砂地等を整備する。また、平成 25 年 10 月に東京都伊豆大島で発生し

た土砂災害の教訓を踏まえ、火山地域における土砂災害のリスク調査等を実施する。 
 

【例）富
ふ

士
じ

山
さん

（静岡県）】 

 富士山は土砂の生産・流出が活発

であることから、下流の富士宮市・

富士市の市街地等を保全するため、

砂防堰堤や遊砂地等を整備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○深層崩壊対策 

防災拠点となる地域や緊急輸送道路等を深層崩壊による土砂災害から保全する

ため、深層崩壊発生のおそれの高い地域において砂防堰堤の整備等を重点的に実施

するとともに、発生に備えた監視体制を強化する。 

 

【例）利根川
と ね が わ

水系（栃木県）】 

 鬼怒川支川の稲荷
い な り

川
がわ

上流は

深層崩壊発生のおそれが高い

ことから、下流の被害を防

止・軽減するため、砂防堰堤

等を整備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○激甚な土砂災害が生じた地域等において集中的に実施する災害対策 
 

激甚な土砂災害により、人命被害や国民の生活に大きな支障が生じた地域におい

て、安全・安心を確保し、社会経済の活力を維持・増進していくため、集中的に防

災・減災対策を実施する。 

深層崩壊のおそれの高い渓流の下流には

住宅のほか、広域避難所等の防災拠点、世

界遺産「日光の社寺」へのアクセス路であ

る国道 119 号等が位置している 

大沢崩れ

富士宮市・富士市街地捕捉状況

遊砂地工による流出土砂の捕捉状況（大沢川遊砂地）

捕捉前 
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（２） 戦略的維持管理・更新  【国費：約1,973億円】 

 
施設の老朽化に対応し、トータルコスト縮減と施設機能確保のため、長寿命化計

画の策定、それに基づく点検・診断、補修・更新、記録の着実な実施、更新機会を

捉えた施設の質的向上、新技術の導入、人材育成等の戦略的維持管理・更新を推進

する。また、自治体に対して技術的な支援を講じる。 

 
○河川管理施設の点検等 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

○老朽化した河川管理施設の補修・更新 

経年的に劣化した施設が大きく損傷する前に補修・更新することで機能を回復さ

せる等、施設の延命化・トータルコストの縮減等を図る。また、更新機会を捉えて

施設の質的向上を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

護岸の補修  
洪水等により変形したコンクリー

ト護岸の補修  
 

水門等のゲートの更新  
経年劣化により腐食したゲートを

更新し、トータルコストを低減  
 
 

樋門等の門柱補修  
亀裂等が発生した門柱等のコンク

リート部材の補修  

 

※河川管理施設の建設年度別施設数（平成 25 年度末時点 水管理・国土保全局河川環境課調べ） 

堰、床止め、閘門、揚水機場、排水機場、樋門・樋管、陸閘、管理橋、浄化施設、ダム、その他（立坑、遊水地等）を計上している。

※設置年数不明を除く 

10 年後に設置後 40 年経過する施設

全体の約７割に増加 

20 年後に設置後 40 年経過する施設

全体の約８割に増加 

堤防点検状況 樋門吐口に堆積した塵芥の処理 ダム放流設備点検状況 

現在、設置後 40 年経過した施設

全体の約４割 

景観に配慮した護岸補修

ステンレス化により

耐久性を向上  
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○維持管理の高度化・効率化等 

河川巡視、点検等にタブレット端末を携行して点検記録のデータベース化を図る

とともに、レーザスキャナ等の新たな技術を導入する等、新技術を活用した維持管

理の高度化・効率化を推進する。また、維持管理に関わる人材育成や自治体に対す

る技術的支援を講じる。さらに、堤防除草に大型除草機械を導入するとともに、刈

草を一般提供することによりコスト縮減の推進に努める。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
○沖ノ鳥島の管理体制の強化 

本土から約 1,700km 離れた外洋上に位置し、極めて厳しい気象条件下にある島

の管理に万全を期すため、衛星通信を活用した遠隔監視により、護岸等の劣化状況

や船舶の接近の早期把握を行うほか、沖ノ鳥島の保全などを行うための拠点施設の

更新等を行い、管理体制の強化を図る。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
我が国最南端の領土であり、国土面積を上

回る約 40 万平方キロメートルの排他的経済

水域の基礎となる沖ノ鳥島 

新たな観測技術で迅速な一次診断 

河
川
堤
防
の
点
検
に
お
い
て
、 

目
視
確
認
に
加
え
デ
ー
タ
確
認 

堤防等を実測したレーザ点群 

デ
ー
タ
を
基
に
、
変
状
等
の 

恐
れ
の
あ
る
箇
所
を
絞
り
込
み 

走行 

■河川維持管理ＤＢ（ＲＭＤＩＳ
リ マ デ ィ ス

）の

導入による維持管理の効率化 

  タブレット端末を現地に携行して、

巡視結果や点検内容を記録しデータ

ベース化を図るとともに、評価・分析

することで適切なタイミングで補

修・更新を行うなど効率的な維持管理

につなげる。 

情報の共有化を図るＤＢの構築 大型除草機械による堤防除草

■モービルマッピングシステムによる

管理技術の高度化・効率化 

刈草の一般提供による処分費の縮減 

大型除草機械による作業の効率化 

■大型除草機械の導入による堤防除草

の効率化 

管理体制の強化 

護岸の点検・補修 CCTV による不審船の監視

北小島

東小島

保全拠点施設

礁嶺 
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（３） 水辺の未来創造  【国費：約106億円】 
 

 住民、企業、行政が連携し、「まちの価値を高めるための資源」として、賑わい、美

しい景観、豊かな自然環境を備えた水辺を再生・創出することにより、魅力と活力のあ

るまちづくりを支援する。 
 

○水辺整備事業による地域活性化に向けた取組 

景観・歴史・文化等の河川や地域がもつ「資源」や地域の「知恵」を活かし、「道

の駅」等の地域交流拠点と連携を図りながら、良好なまちと水辺が融合した空間の

形成を図る。 
 

【水辺整備事業（かわまちづくり）の実施事例】 

 

 

 

 

 

 

 

博多
は か た

川
がわ

（福岡市）                      新町
しんまち

川
がわ

（徳島市）  

 

 

 

 
 

 
 

裏
うら

川
がわ

（玉名市）                        石狩
いしかり

川
がわ

（旭川市）  

○広域的な生態系ネットワークの形成 

多様な主体と連携しながら広域的に生態系ネットワークを形成する等、先進的な

自然再生事業を推進する。 
 

【例）円
まる

山川
やまがわ

（兵庫県）での取組】 

円山川流域では、地域と連携してコウノトリの野生復帰の取組を推進。特に平

成 16 年台風 23 号災害の再度災害防止と併せて、河川内の湿地を整備し、コウノ

トリの餌場を確保している。 
 

コウノトリの野生復帰を実現するとともに地域活性化に貢献している。 

 

・無農薬米のブランド化によ

る農家所得増加 

・エコツーリズム等による観

光・経済への効果 

・環境学習を通じた次世代の

育成 
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「日本再興戦略 改訂 2014」、「経済財政運営と改革の基本方針 2014」等に掲げら

れた防災・減災対策、地方創生に係るものについて、「新しい日本のための優先課題

推進枠」での要望を行う。 
 

（１）激甚な水害・土砂災害が発生した地域等において集中的に実施する

災害対策                        【国費：約 1,973 億円】 
 

○激甚な水害・土砂災害が生じた地域等における災害対策 

近年発生した激甚な水害・土砂災害等により、人命被害や国民生活に大きな支障

が生じた地域等において、安全・安心を確保し、社会経済の活力を維持・増進して

いくため、集中的に防災・減災対策を実施する。 
 

【例）矢部
や べ

川
がわ

（福岡県）】 

平成24年7月九州豪雨により堤防が決壊したほか、

国管理区間の全川にわたり計画高水位を上回り、矢部

川・沖 端
おきのはた

川
がわ

沿川で約 1,800 戸の浸水被害が発生した。 

 

漏水等を未然に防止するため、堤防の質的強化対策

及びかさ上げ等を短期集中的に実施し、柳川市周辺等

の地域の安全・安心を確保する。 
  

 

【例）由良
ゆ ら

川
がわ

（京都府）】 

平成 25 年 9 月台風 18 号に伴う豪雨により、福知

山観測所で昭和 24 年の観測開始以来最高水位を記

録し、河川の氾濫等により、沿川で約 1,600 戸の浸

水被害が発生した。 

 

早期に治水安全度の向上を図るため、輪中堤や宅

地かさ上げ、堤防整備、河道掘削等を短期集中的に

実施し、福知山市や舞鶴市、綾部市周辺の地域の安

全・安心を確保する。 

  

 

【例）紀伊
き い

山地
さんち

（奈良県、和歌山県）】 

平成23年9月台風12号に伴う豪雨により、

土砂災害による死者・行方不明者 62 名、人家

被害 190 戸等の甚大な被害が発生した。深層崩

壊に伴う河道閉塞等が多数発生し、依然、二次

災害のおそれが高い。  

 

砂防堰堤等を短期集中的に整備することに

より、那智勝浦町の中心部を土石流による被害

から保全し、地域の安全・安心を確保する。 

３-１-２ 新しい日本のための優先課題推進枠 

矢部川の被災状況（福岡県柳川
やながわ

市）

由良川（中流部）の被災状況（京都府福知山
ふ く ち や ま

市、綾部
あ や べ

市）

堤防決壊

柳川市 

矢部川

和歌山県東牟婁
ひ が し む ろ

郡那
な

智
ち

勝
かつ

浦
うら

町
ちょう

 

由 

良 

川 綾部市 
福知山市
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【例）大
おお

金
かな

沢
さわ

（東京都）】 

平成 25 年 10 月台風 26 号に伴う豪雨により、

土砂災害による死者・行方不明者 39 名、人家全

壊 71 戸等の甚大な被害が発生し、依然、二次災

害のおそれが高い。  

 

導流堤等を短期集中的に整備することによ

り、大島町の中心部を土石流による被害から保

全し、地域の安全・安心を確保する。 
  

  

 

 

○堤防の緊急点検結果に基づく緊急対策等 

近年の水害の発生状況等を踏まえ、堤防の緊急点検結果に基づく緊急対策等、同

様な被害の防止・軽減を図るための予防的対策を実施する。 
 

【例）矢作
や は ぎ

川
がわ

（愛知県）】 

堤防の高さ不足等により、 

甚大な被害をもたらす氾濫が 

発生するおそれがある。 

 

市役所をはじめとする豊田 

市の中心部を守るため、緊急 

的に築堤・浸透対策を実施し、 

地域の安全・安心を確保する。 

  

 

  

 

○近年の噴火を踏まえた災害対策 

近年の火山噴火により、土石流等発生の危険性が増大している火山地域等において

砂防堰堤等の整備を実施する。 
 

【例）新燃
しんもえ

岳
だけ

（宮崎県）】 

平成 23 年１月から噴火活動が活発化し、大淀川
おおよどがわ

上流域に大量の火山噴出物が堆積したため、降雨

による土石流被害の発生の危険性が増大している。 

 

砂防堰堤等を緊急的に整備することにより、火

山灰の流出に伴う土石流等の発生による被害の防

止を図り、地域の拠点等の安全・安心を確保する。  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土石流の発生流下
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○近年の海岸被災事例を踏まえた災害対策 

近年発生した大規模な海岸被災事例を教訓とし、同様の被災要因を有する箇所にお

いて緊急的に災害防止対策を実施する。 
 

【例）下新川
し も に い か わ

海岸
か い が ん

（富山県）】 

平成 20 年 2 月の高波により、死傷者 18 名、被

災家屋 175 棟など甚大な被害が発生した。 

 

離岸堤等を緊急的に整備し、特有の地形がもたら

す高波被害を防止することで、地域雇用を支える事

業所等を守り、地域における安全・安心を確保する。 

 

 

（２）水災害分野における気候変動適応策の推進のための調査・検討経費 

（行政経費）                          【国費：約 0.5 億円】 
 

気候変動に伴う水害、高潮災害等の頻発・激甚化を踏まえ、水災害分野における

気候変動適応策をとりまとめ、手引き等を作成することで適応策を推進する。 
 

 
 

  
 

 

 

（３）水関連分野の防災協働対話推進のための調査検討経費（行政経費）             

【国費：約 0.2 億円】 
 

各国との防災協働対話において、現地調査等により防災に関するプロジェクト

やニーズを的確に把握し、最適な政策や技術の組み合わせ等について提案するこ

とにより、我が国の優れた防災に関する技術・知見の普及を促進する。 

 

 

 

 

0

1

2

3

4

日降水量100mm以上の１地点あたり年間発生回数

現在気候（1980～1999年）

将来気候（2076～2095年）

出典：気象庁「地球温暖化予測情報 第８巻」（2013年）から作成

標準偏差

浸水被害状況

○水関連災害による死者数は 1971 年

以降、近年の 10 年間が最多  

○水関連災害による死者数はアジア

が最多  
 

アジアを中心に防災協働対話の取

組を産学官連携により展開  

 

■気候変動の影響によって、将来、全国すべての地域

での強雨の発生頻度が増加すると予測されている。
○気候変動を踏まえた施設計画

の考え方、洪水等の外力の取

り扱いの検討 

 

○どこで氾濫が発生するか等の

リスク評価の手法の開発 

 

○「高潮浸水想定の設定の手引

き」の作成 
全国 北日本 

日本海側 
北日本 

太平洋側 
東日本 

日本海側 
東日本

太平洋側
西日本

日本海側
西日本

太平洋側
沖縄・奄美
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東日本大震災の被災地の復旧・復興を加速するため、仙台湾南部海岸や名取川等

において、河川・海岸堤防の復旧・整備や耐震・液状化対策等を推進する。 

 

 

【仙台
せんだい

湾
わん

南部
な ん ぶ

海岸
かいがん

（宮城県）】 
  

仙台湾南部海岸は、東日本大震災により海岸保全施設が未曾有の被害を受けた

ことから、従来からの直轄施行区間に加え、宮城県が管理していた仙台海岸、名取
な と り

海岸、岩沼
いわぬま

海岸（相
あい

ノ
の

釜
かま

地区）について、平成 27 年度完了を目指し国が復旧工

事を代行している。 

粘り強い構造の海岸堤防の整備により災害復旧を迅速に進めるとともに、岩沼

海岸等において、緑の防潮堤の整備を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

３-１-３ 東日本大震災からの復旧・復興に係る経費 

復旧工事実施状況 

○全体延長約 30km のうち、背後に

空港、下水処理場等の重要施設があ

る区間を優先して整備。 

○平成 26 年 6 月末現在、当該区間を

含む約 20km 区間において工事を

完了。 

○平成 26 年 3 月 15 日に名取海岸災害復

旧事業完成式を実施。 

○平成 25 年度にモデル的に実施した緑

の防潮堤を、岩沼海岸等で引き続き実

施。 

仙台湾南部海岸位置図 

名取海岸で行われた完成式の様子 

宮城県

仙台湾
南部海岸

岩沼海岸で行われた植樹式の様子 
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【名取
な と り

川
がわ

（宮城県）】 

 平成 24 年 5 月末に被災前と同程度の安全水準を確保する本復旧が完了してお

り、津波対策等として必要な高さの堤防の整備を、地域のまちづくりや復興計画

と整合を図りながら、推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

【阿武
あ ぶ

隈川
くまがわ

水系（福島県）】 

 強い地震動により不安定な土砂が流動化し、被災地の復興に不可欠な重要交通

網等に甚大な被害を及ぼすおそれが高まっている地域において、土砂災害対策を

実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（遊砂地の整備により東北新幹線や東北自動車道等を保全） 

日和山公園 
東内海橋 日和大橋 

河口部の河川堤防は、地震・津波

により大きく被災するとともに、

地殻変動により地盤沈下も発生 

被災 

復旧 

被災した堤防については、被災前

と同程度の安全水準まで復旧済 

堤防整備 

地域のまちづくりや復興計画と

整合した計画堤防の整備を実施 名取川河口部の被災状況

（宮城県仙台市、名取市）

堤防施工状況【名取川左岸】（平成 26 年１月撮影）

嵩上げ

堤防

現況堤防高

堤防のかさ上げ例 

名取川 
名取市 

仙台市 

H24.５完了 

H23.３撮影 

右岸特殊堤防の被災状況 

護岸施工状況【名取川左岸】
（平成 25 年 12 月撮影）
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（１）抜本的な治水対策や大規模地震に備えた対策等の推進 

（社会資本総合整備） 
大規模事業による抜本的な治水対策や、首都直下地震や南海トラフ地震等の

大規模地震に備えた地震・津波対策等を推進するため、重点配分の考え方の検

討を行う。 

 

（２）頻発する局地的な大雨（ゲリラ豪雨）への対応 
近年、短時間の局地的な大雨等により浸水被害が多発していることから、計

画規模を超える局地的な大雨に対しても住民が安心して暮らせるよう、住宅地

や市街地の浸水被害の軽減を図るため、「100mm/h 安心プラン」※等の取組を

推進する。 
 

※平成 25 年度に要綱を定め、地方公共団体からの申請に基づき、これまでに 10 計画を登録

した。登録された地域について、流域貯留浸透事業及び下水道浸水被害軽減総合事業の交付

対象とするとともに、防災・安全交付金の重点配分を実施している。 

 

（３）緑の防災・減災の推進 
沿岸域における津波・高潮等の対策として、緑の防潮堤など粘り強い構造の

海岸堤防等の整備を推進する。 

 

（４）堆積土砂の掘削に関するコスト縮減と撤去土砂の有効活用の取組 
中州が発達するなど、堆積土砂により流下能力が不足している箇所等におい

て、これまで維持工事により対応していたものについて、生態系や良好な河川

景観等への影響が生じない範囲内で民間事業者等による砂利採取を許可するこ

とで、掘削に係る費用の縮減に努めるとともに、民間での有効活用を促進する。 
緊急的な河川工事に伴い発生する土砂等でこれまで有償処分していたものに

ついて、新たな需要等の可能性について検討し、民間への売り払い等を試行的

に実施する等、処分に係る費用の縮減に努めるとともに、民間での有効活用を

促進する。 

 

３-１-４ その他 

中州の土砂堆積状況
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（単位：百万円） 

 

区    分 

 

平成 27 年度

要求･要望額

（A） 

前 年 度 

予 算 額 

（B） 

比較増減 

（A-B） 

対前年度 

倍 率 

(A/B) 

 

１． 安全･安心な水利用の確保 

 

うち、気候変動への適応策 

検討経費 

 

うち、水資源の有効利用等 

の推進に関する調査経費 

 

２． 世界的な水問題への対応 

 

212 

     33 

51 

 

 

44 

 

      178 

 

       13 

 

 

18 

 

 

44 

 

34  

 

    20  

 

 

34  

 

 

0  

 

  1.19 

 

  2.51 

 

 

2.90 

 

 

  1.00 

 

合    計 

 

 

 257 

 

      223 

 

34  

 

 

  1.15 

  （注）四捨五入の関係で、合計、比較増減は必ずしも一致しない。 

 

 

（１）気候変動への適応策検討経費（行政経費）【国費：約0.3億円】 

近年、降雨形態の変化や融雪の早期化により全国各地で渇水が発生しており、将来、

温暖化によりさらに深刻化する可能性があることから、気候変動による水資源への影

響に対する軽減方策を検討し、水資源分野における気候変動適応策の検討等を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

３－２ 水資源対策関係費 

日降水量 1.0mm 以上の年間日数の変化 融雪の早期化に伴う水資源量 

の変化のイメージ 

「気候変動監視レポート 2013」（気象庁） 
文部科学省・気象庁・環境省、2013 年３月、 

気候変動の観測・予測及び影響評価統合レポ－ト 

『日本の気候変動とその影響』（2012 年度版） 

年間 

日数 

長期変化傾向 ５年移動平均 

●日降水量は、51 地点の平均値 

年 
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さらに、新しい日本のための優先課題推進枠により、水源が枯渇し、国民生活や社

会経済活動に深刻かつ重大な支障が生じる危機的な渇水（ゼロ水）へ至らないよう、

危機時を想定した水需給者等の事前予防策、緊急対策を示すゼロ水タイムラインをモ

デル流域で作成するとともに、地方自治体等がゼロ水タイムラインを策定するための

ガイドラインを作成する。【国費：約0.2億円】 

 

（２）水資源の有効利用等の推進に関する調査経費（行政経費） 

【国費：約0.5億円】 

雨水の利用の推進は水源の多様化等により水資源の有効利用に資することから、平

成26年5月に施行された「雨水の利用の推進に関する法律」の趣旨を踏まえ、利用実

態調査等による雨水利用の効果についての調査研究等を行い、代替水資源、環境資源、

エネルギー資源等の役割が期待される雨水の利用の推進を図る。 

さらに、新しい日本のための優先課題推進枠により、雨水利用施設の用途、設置費、

維持管理費等に関するデータベースを構築するとともに、雨水利用施設に関する基準

等を策定し、官民での雨水利用の普及を図る。【国費：約0.3億円】 
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効率的かつ計画的な浸水対策・地震対策、民間活力を生かした下水道整備、アセット

マネジメント、リスクマネジメント、資源・エネルギーの有効活用等の推進を図るため

に、必要な事業及び技術開発等を実施する。 

 

（１）防災・減災対策の推進 
局地的な大雨（いわゆるゲリラ豪雨）等の頻発や、地下街・地下鉄といった土地利用

の高度化に伴い、都市部における内水氾濫の被害リスクが増大している。このため、河

川事業や民間と連携しつつ、ハード・ソフト対策が一体となった浸水対策を推進する。 

また、首都直下地震や南海トラフ地震等の大規模地震に対する総合的な地震対策を推

進し、安全・安心な都市機能の確保を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）民間活力を最大限生かした効率的な下水道整備の推進 
 全国で、未だに約 1,500 万人が下水道等の汚水処理施設を利用できない状況にある。

人口減少や投資余力の低下等を踏まえ、今後10年程度で汚水処理の概成を目指すため、

地方公共団体による下水道計画区域の見直しを進めるとともに、民間活力を生かした

一層のコスト縮減、スピードアップを図り、効率的な下水道整備を推進する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３-３ 下水道事業関係費 

３-３-１ 主要項目 

大阪市の浸水被害（平成 25 年 8 月） 

※床上浸水 41 棟、床下浸水 1,270 棟 

地下に整備された貯留施設（名古屋市） 液状化により隆起したマンホール（浦安市）

下水道計画区域の見直しの推進 民間の技術提案による効果

※イメージ
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（３）戦略的維持管理・更新の推進 
下水道は、全国で管渠約 45 万 km、処理場約 2,200 箇所等大量のストックを有して

おり、今後急速に施設の老朽化が進む。また、管渠の老朽化に伴う道路陥没が年間約

3,500 件（平成 25 年度）発生するなど、安全・安心な都市機能の確保が重要な課題で

ある。このため、下水道施設の適切な改築更新を支援するとともに、施設を効率的に

管理するためのデータベースの整備や新たな老朽化対策技術の実証等を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）再生可能エネルギー等の利用推進による新規産業の創出 
下水の処理過程で発生する下水汚泥等は、バイオガスやリン等の多様な資源を抽出

することができ、近年、地方における新たな産業を生み出している。循環型社会の実

現や地方の新規産業・雇用の創出にかかる取組を推進するため、民間能力を活用した

事業の推進や技術実証の推進等を図る。 

 

道路陥没による交通障害 

苛酷な環境での管渠の 

点検・維持管理 

下水道から発生する資源の有効活用

老朽化した管渠 更生工法を施した管渠
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「日本再興戦略」、「経済財政運営と改革の基本方針」等に掲げられた PPP/PFI、

防災・減災対策、老朽化対策、イノベーション、再生可能エネルギー等に係るものに

ついて、「新しい日本のための優先課題推進枠」での要望を行う。 

 

（１）民間のノウハウ・資金を活用した下水道管渠整備の推進 

【国費：約 2 億円】 

下水道管渠整備において、PPP/PFI 手法による民間のノウハウ・資金を最大限に

活用した事業推進を図るため、民間の創意工夫により下水道事業と一体となって実施

する事業（排水設備の設置等）を支援する。 

 

（２）民間と連携した集中豪雨対策の推進 

【国費：約 4 億円】 
民間事業者と下水道管理者が一体的な整備を行う浸水対策事業において、民間事

業者が整備する貯留施設等について、国が支援する制度を創設する。 

 

（３）ICT を活用した効率的な施設の劣化診断技術の実証 

【国費：約 8 億円】 
ICT を活用したモニタリング技術等により、下水道施設の状況を観測・分析し、施

設の劣化状況を早期かつ定量的に把握・診断する技術を国が主体となって実証し、全

国展開を図ることで、下水道施設の老朽化対策を推進する。 

 

（４）防災のための下水道管理手法調査経費（行政経費） 

【国費：約 0.6 億円】 
下水道施設の老朽化をはじめとした下水道施設情報等を効率的に情報共有・集約す

るため、下水道全国データベースを構築し、老朽化対策に加え、民間ビジネスへの活

用を推進するとともに、災害時における早期復旧等に活用する。 

 

（５）下水処理場における総合バイオマスの利活用検討経費（行政経費） 

【国費：約 0.3 億円】 
地域に存在する生ごみ等のバイオマスを、既存の下水処理場を活用して効率的に集

約・利活用し、また電力改革による分散型エネルギーインフラ・プロジェクトや地域

資源である下水汚泥由来の肥料等を活用した農業の振興等、“特色ある地域資源を活

用した地域活性化”に資する新たな成長分野へ貢献するため、下水処理場における総

合的なバイオマス利活用事業を全国に展開する。 

３-３-２ 新しい日本のための優先課題推進枠 
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都市機能等の集積地域や周辺域の拠点となる地域においては、安全・安心を確

保し、社会経済の活力を維持・増進していくため、拠点等を守る防災・減災対策を

推進する。 
 

 

【例）花月
か げ つ

川
がわ

（大分県）】 

平成 24 年 7 月 3 日及び 14 日出水において、2 箇所で堤防が決壊したほか、河

川の至るところで越水し甚大な浸水被害が発生した。 

背後地には日田
ひ た

市街地が広がり、消防署や幹線道路、鉄道などの施設が存在して

おり、浸水被害の防止・軽減を図るため河道掘削や築堤等を実施し、地域の安全・

安心を確保する。 

 

 
 

 

【例）四国山地（徳島県）】 

吉野川水系の祖
い

谷
や

川
がわ

支川堂
どう

の谷
たに

下流地域は、人家が集積し、

三好
み よ し

市役所支所が立地する等、

周辺地域の拠点となっている。

また、周辺集落と当該地域を結

ぶ重要な緊急輸送道路が位置

していることから、砂防堰堤等

を整備することで土砂災害を

防止し、地域の安全・安心を確

保する。 

 

３-４ 地方創生に向けた取組 

３-４-１ 拠点とネットワークを守る防災・減災対策 

日田市西有田

堤防決壊箇所を下流から望む

花月川（大分県日田市） 

浸水想定区域

筑後川
↓

消防署

日田駅

病院

病院

病院

浸水想定区域

堂の谷
県道山城東祖谷山線

三好市西祖谷総合支所
（旧西祖谷山村役場）

砂防堰堤の
整備等予定地

県道西祖谷山山城線
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【例）胆振
い ぶ り

海岸（北海道）】 

白老町
しらおいちょう

は、海岸沿いに中

心市街地が形成され、町役

場や消防署、国道 36 号や

JR 室蘭本線等の重要交通

網があることから、波浪に

よる国道の通行止めや背後

地の浸水を防ぐため、人工

リーフの整備を実施し、地

域の安全・安心を確保する。 

 

 

 

【例）下水道による水害に強いまちづくりの推進】 

気候変動等に伴い局地的な大雨（いわゆるゲリラ豪雨）等による浸水被害が各地

で頻発することが懸念されるため、特に、都市機能の立地促進を図る区域において、

雨水貯留管等のハード対策に加え、ハザードマップの公表等のソフト対策、住民等

の自助を組み合わせた総合的な浸水対策を重点的に推進し、地域の安全・安心を確

保する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コンパクトなまちづくりと連携した下水道による浸水対策のイメージ 

下水道による雨水貯留管の整備

（整備イメージ）

都市機能の立地促進を図る区域 

（地区イメージ）

下水処理施設

至 室蘭

至 苫小牧

白老町

町役場

介護施設

消防署

文

文

保

幼

介護施設

平成 7 年越波状況 

平成 14 年越波状況 

国道 36 号 

◆都市機能の立地促進を図る区域における浸水リスクの低減

局地的な大雨（いわゆるゲリラ豪雨）等による浸水被害を最小化

駅

病院

商業

都市機能誘導区域

浸水リスク

居住誘導区域

都市機能誘導区域

■立地適正化計画の策定

ポンプ場の整備

（整備イメージ）
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○地域の魅力を活かした水辺とまちの活性化に向けた取組 

住民、企業、行政が連携して、賑わいがあり、美しさと風格を備えた魅力ある水

辺空間をまちづくりと一体となって創造する。 
 

 

【例）｢かわまちづくり｣による観光活性化（山形県長井市）】 

 かつて舟運の拠点として栄えた長井市では、周

辺の河川から市街地の水路に導水することによ

り水辺のまちを再生させるとともに、フットパ

スの整備やイベントの開催などにより「水辺の

回廊」を活かしたまちづくりを推進しており、

当該地区の利用者が倍増するなどの効果を生ん

でいる。 

 

 
 

 
  

 

 
 

 

 

 

 
 

 

 
 

 

 

 

 
 

【例）水質改善（水環境事業）による地域活性化（島根県松江市）】 

 都市化により汚濁が進んだ松江堀川で

は、地域と関係機関が一体となって、浄

化用水の導水や河岸の修景、下水道整備

等に取り組んだ。水質が改善した松江堀

川では、遊覧船の運行が開始され、水郷

の風情を活かした地域の観光客増加に貢

献している。これにより、毎年約 30 万人

が観光遊覧船を利用するとともに、船頭

やガイドとして、多くのシルバー人材を

含め約 100 人の雇用を創出している。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

３-４-２ まちづくりと一体となった魅力ある水辺空間の創造 

31769

60250

0

10000

20000

30000

40000

50000

60000

70000

平成15年 平成21年

管理用通路を川沿いの 

フットパスとしての利用 

ウォーキングイベントなど歴史的な 

観光資源を活かした地域の取組 

河川利用者数の推移 

（最上川長井地区 左右岸集計値:年間） 

利用者が  

約 2 倍に増加 

 

（人） 

0

100

200

300

400

H7 H9 H11 H13 H15 H17 H19 H21

松

江

堀

川

遊

覧

客

数 0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

松

江

観

光

客

数

松江地区観光客数と遊覧船利用客数の推移 

観光遊覧船を毎年約

30 万人が利用 

（千人）  

観光客数   

遊覧客数   

（千人）  

H8
導水開始 

昭和 50 年頃 河川浄化対策（導水）開始後 

最上川の回遊ルート
の一部が完成 
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【例）まちづくりと一体となった河川事業による地域活性化（福岡県北九州市）】 

紫川では、水害に備える河川改修事業とあわせて、市民アイデアの盛り込まれた

公園や川沿いの市街地を、民間と行政が一体となって整備を進めており、川で分断

されていたまちに一体感が生まれ、川を中心に回遊性と賑わいが創出されている。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

【例）砂浜の再生（海岸事業）による地域活性化（鳥取県米子
よ な ご

市）】 

皆生
か い け

海岸では、離岸堤を

施工したことにより、砂浜

が再生されている。  

再生された砂浜は、様々

な地域のイベントに活用さ

れているほか、背後地には

年間約45万人が利用する皆

生温泉街があり、地域の振

興・活性化に貢献している。 

 

 

○インフラツーリズムの推進 

地方自治体や地域住民などと連携し、ダム・砂防設備・下水道などのインフラ施設

を観光の軸としたインフラツーリズムを推進する。また、観光資源としてのインフラ

の活用や、その付加価値を向上させる情報の提供等の検討を行う。 
 

【例）ダムツーリズム】 

地域と連携し、工事中のダムを含めてダムとその周辺地域の環境を観光資源と

して活用することで、水源地域の振興・活性化に貢献する。 
 

  

                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ダムと周辺地域の活用 情報発信・ＰＲ

ダム本体の施工現場を見学 ダムの点検放流を観光資源として活用 
ダムの新たな魅力を掘

り起こして情報発信 

皆生温泉街皆生温泉街 

皆生海水浴場 

河川空間等を利用した各種

イベントでの集客数が増加

   年間 10 万人に迫る 

（人）  イベント・集客数の推移  

石の橋でイベント開催 

 

冬のイルミネーション 
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【例）日光ツーデーウォーク】 

「日光の社寺」世界遺産登録を記

念して始まった日光ツーデーウォー

クは、「日光の社寺」周辺に点在する

歴史や豊かな自然にふれあうことの

できるウォーキング大会である。 

コース上には稲荷
い な り

川
がわ

第十砂防堰堤

など、登録有形文化財に指定された

砂防施設も見所の一つで、毎年の参

加者は 2,000 名を超えており、地域

の振興・活性化に貢献している。 

 
 

 

【例）ドボクアート 砂防ダム巡りツアー】 

長野県小谷
お た り

村
むら

内にある国土交通省や長野

県が設置した様々な型式の砂防堰堤と日本

三大崩れの一つである「稗田
ひ え だ

山
やま

崩れ」を１日

かけて見学するツアーを小谷村が実施して

いる。 

参加者の大部分は長野県外から訪れ、構造

物の持つ魅力を楽しんでおり、地域の振興・

活性化に貢献している。 
 

 

 

【例）東京都三河
み か わ

島
しま

水再生センター】 
三河島水再生センターの前身である旧三河島汚

水処分場は、わが国初の近代下水処理施設であり、

その代表的遺構である喞筒
ポ ン プ

場施設は平成 19 年度

に国の重要文化財（構造物）に指定された。 

公開開始 2 日間で約 3,500 人が来場するなど、

訪れた人々の下水道に対する理解を深めるととも

に、地域の振興・活性化に貢献している。 

 

○新規制度 
・民間活力を生かした下水道整備の効率化・迅速化による地域の水辺空間の水質改善 

 

下水道管渠の整備における PPP/PFI 手法を活用し、民間の創意工夫を活かした

効率的かつ迅速な下水道整備を推進することで、地域の水辺空間の水質改善を図る。 
 

 

・地域再生水辺空間創造事業（仮称）の創設 
 

民間活力等を積極的に引き出しながら、水辺空間を「まちの価値を高めるための

資源」として有効活用し、水辺とまちの特徴を活かした地域活性化を図る。 

 

 

 

東京都三河島水再生センター

砂防堰堤を見学する参加者

砂防堰堤を眺めながら稲荷

川沿いを散策する参加者 
地域の子どもたちが日光

の砂防の歴史を解説 
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登録制による従属発電の更なる導入促進

河川法改正（平成２５年１２月施行）により従属発電につ

いて登録制を導入

（従属元の取水量
の範囲内で発電）

従属発電

登録

農業用水
（従属元）

（許可）

小水力発電設備の設置等

水力発電所

水力発電設備

導入事例 （重信川水系石手川ダム）

導入前 導入後

 
 

小水力発電の導入促進や既設ダムを有効活用したダム再生、河川と下水道の一体運

用等、インフラを賢く使う取組を推進し、地域の治水安全度の向上を図るとともに、

地域の活性化に貢献する。 

 
 

【例）小水力発電の導入促進】 

平成 25 年 12 月に、従属発電について、許可制に代えて新たに登録制を導入し

たことで、慣行水利権の利用を含めた従属発電の更なる導入を促進し、再生可能エ

ネルギーの普及拡大を推進している。 

また、地方整備局等の相談窓口を通じた小水力発電プロジェクト形成支援や、直

轄管理ダム等においてダム管理用発電を積極的に導入するなど、インフラを賢く使

う取組を引き続き推進し、地方経済の活性化に貢献する。 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

【例）既設ダムを有効活用したダム再生【再掲】】 

ダムサイト適地が減少している中、コスト、

工期、環境負荷を抑制しつつ、治水機能の向

上及びその機能の維持を図るため、我が国の

先進技術である既設ダムを有効活用したダム

再生を推進する。 

【例）鶴田
つ る だ

ダム再開発（鹿児島県）】 

 

 

 

 
 

 

○新規制度 
・河川・下水道一体の都市集中豪雨対策の推進（社会資本総合整備） 

 

既存の河川管理施設と下水道施設を一体的に運用する等、賢く使うことにより、

ゲリラ豪雨に対する安全度を高めたり、浸水継続時間を短縮したりする等、効率

的・効果的に浸水リスクの軽減を図る。 

３-４-３ 「インフラを賢く使う」ことで地域の安全と活性化に貢献 

洪水調節容量を増大させるため、ダム

を運用しながら、大水深（約 65m）での

放流管の増設等を行う。  

現在の放流位置よりも
低い位置に放流管を増設
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○バイオマス資源の有効活用 

下水の処理過程から発生する下水汚泥や、河道内の樹木伐採により発生する伐採木

等は、安定的かつ豊富な地域のバイオマス資源であり、これらを有効活用することで、

資源・エネルギーの地産・地消といった地域経済の活性化に貢献する。 
 

 

【例）下水汚泥等の再生可能エネルギー利用等による新たな産業・雇用の創出】 

下水道が有するバイオガス等の再生可

能エネルギーやリン等の下水道資源を、発

電、自動車燃料、都市ガス、肥料等へ有効

活用するとともに、他のバイオマスを含め

た利活用・技術開発の推進を通じ、電力・

農業等の成長分野で新規産業・雇用を創出

し、地域経済の活性化に貢献する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

【例）伐採木・流木のペレット活用（阿賀野
あ が の

川
がわ

（新潟県））】 

阿賀野川中流域の阿賀
あ が

町
まち

に

おいては、河川管理者が流下

能力確保のために伐採した樹

木を木質バイオマス原料とし

て活用する取組を行っている。 

河川管理者が伐採木を阿賀

町に無償提供することにより、

処理費縮減が図られるととも

に、阿賀町においても安価で

大量な木質バイオマス原料を

確保でき、バイオマスタウン

構想の推進に寄与している。 

 

 

３-４-４ 地域におけるバイオマス等の有効活用 

バイオガスステーション（神戸市） リン回収（岐阜市） 

バイオマス燃料化（広島市）

富 

士 

川 

身延町市街地 

役場 

阿賀町バイオマスタウン構想

ペレットボイラー・ペレットストーブ整備

特定間伐等
促進計画
の策定

＜消費者＞

・学校
・公共施設
・民間施設
・町民

代金支払い

プラント運営
・ペレット
・オガ粉
・用材
・ペレットストーブ

間伐施業
・間伐材
・用材原料
・広葉樹

・化石燃料の削減
CO2削減

カーボンオフセット取引

ペレットプラント及び
高性能林業機械の貸与

森林所有者

林地残材 間伐委託

阿賀町

運営主体

企業

・森林整備
CO2吸収

販売 原料
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○治水事業に伴い発生する副産物の有効活用 

河道掘削により発生する泥炭やダムの堆積土砂、堤防除草により発生した刈草

を農家等に提供するなど、治水事業から発生する副産物を有効活用することにより、

掘削土や刈草の処分費用の縮減を図るとともに、地域の農業、畜産業振興に貢献し

ている。 
 

 

【例）石狩
いしかり

川
がわ

（北海道）】 

石狩川下流の北海道フ

ード・コンプレックス国際

戦略総合特区である江別
え べ つ

市においては、河道掘削に

より発生した泥炭※を農地

に搬入し、土壌改良材とし

て有効活用している。これ

により、江別産小麦「ハル

ユタカ」の安定供給を可能

とし、地域の農業振興に貢

献している。 
 

※泥炭は含水比が高く、軟弱で軽い加重で圧縮されるため地盤沈下を起こしやすく、盛土材料とし

ては不適である。一方、通気性・保水性に優れている特性があり、土壌改良材として利用するこ

とで掘削土の処分費縮減を図るとともに、農作物の収量増加に寄与することが期待される。 
 

 

 【例）柳瀬
や な せ

ダム（愛媛県）】 

柳瀬ダムから搬出された

堆積土を周辺農家等へ客土

用として配布している。こ

れにより、市の特産野菜で

ある里芋等の連作障害を解

消し、収量、品質の向上に

つなげるなど、地域の農業

振興に貢献している。 
 

 

 

 

 

 【例）四万十
し ま ん と

川（高知県）】 

 四万十川の堤防除草により

発生した刈草を農家に無償提

供を行っている。提供した刈草

は敷草、家畜の餌、園芸用堆肥

等に活用され、地域の農業、畜

産業振興に貢献している。 
 

 

 

江別市

江別市

利用箇所

利用箇所

掘削箇所
小麦

泥炭

農地への泥炭搬入状況

刈草の提供状況 飼料として活用

役場 

里芋の栽培状況

柳瀬ダム

堆積土掘削 

客土

周辺農家等へ

配布 

四国中央市 
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○競技会場周辺等の防災能力強化、水環境の改善や水辺空間の創造 
 

・東部低地帯を流下する荒川下流部等の周辺において、高潮堤防の整備や水門等の耐

震対策を推進する。 

・局地的な大雨（いわゆるゲリラ豪雨）などに対応するため、大規模地下街等におけ

る浸水対策を推進する。 

・都内及び東京湾の水環境の改善を図るため、合流式下水道の改善や下水道整備の推

進、汚泥浚渫等を推進する。 

・世界から注目を集め、外国人観光客を魅了する風格を備えた水辺空間を創出する。 

 

 

 
 

地 図 ： 国 土 地 理 院 

３-５ 東京オリンピック・パラリンピックに向けた取組 
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○災害対応の効率化 

 
 

  

○水災害監視の高度化 

 
  

 

【都市域における局所的集中豪雨に対する雨水管理技術の高度化】 

局所的集中豪雨の動きを精緻に探知し、都市域での雨水の流れを予測する技術

について、国が主体となって予測精度等を評価することで、都市域における雨水

管理の高度化を図る。（下水道革新的技術実証事業） 

【既存のレーダ網の更新に伴う雨量観測の高度化】 

既存のレーダ網（国土交通省 C バンドレーダ）の更新時に高性能化（マルチパ

ラメータ化）し、XRAIN と組み合わせ、全国の雨量観測網の高度化を図る。 

 
C バンドレーダの更新に伴う MP（マルチ・パラメータ）化 

【無人化技術等による災害対応の高度化】 

立ち入りが困難な土砂災害現場等における無人化施工機械による応急対策や無

人航空機（UAV）による機動的な調査・測量、悪天候でも調査可能な合成開口レ

ーダ（SAR）による浸水・湛水域の把握等、新技術を導入することにより、応急

対策の高度化や災害復旧事業の効率化を図る。 

 
無人化施工機械による応急対策の高度化           ICT を活用した災害復旧事業の効率化 

【電子防災情報システムによる被災情報収集・共有の更なる高度化】 

電子防災情報システムに、ビッグデータを活用した被災・浸水状況等の情報等

を重ね合わせる機能を追加し、被災情報の収集・共有の高度化を図る。 

３-６ 新技術の積極的な導入 
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○河川・下水道施設調査の高度化 

  
 

 
 

○下水道におけるバイオガスの有効活用  

 
 

【複数処理場からのバイオガスの集約・活用技術】 

複数処理場における未利用バイオガスの集約・活用技術について、国が主体と

なって採算性等を評価することで、バイオガスの有効活用を図る。（下水道革新的

技術実証事業） 

【下水道施設の劣化状況把握・診断技術の高度化】 

ICT を活用したモニタリング技術等により、下水道施設の状況を観測・分析し、

施設の劣化状況を早期かつ定量的に把握・診断する技術について、国が主体とな

って劣化予測の精度等を評価することで、既存ストックの適切な更新を行うため

の調査の高度化を図る。（下水道革新的技術実証事業） 

【高精度･高密度測量技術の活用による河川調査の効率化】 

面的に高精度・高密度データを取得する技術について、無人航空機（UAV）に

おいてはレーザ等、有人航空機においては水中部を計測できるグリーンレーザも

含めて搭載することにより、河川整備・管理に必要な調査の効率化を図る。 
 

   
UAV による調査                  有人航空機による調査 
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（１）内水浸水被害に対するソフト・自助を含めた減災対策に関する検討経費【国費：約24百万円】 

局地的な大雨等による被害を軽減するため、最新の観測・予報等の技術を踏まえ、

内水に関する浸水情報を下水道管理者等から地下街等の施設管理者等へ提供する手

法を検討するとともに、浸水時の避難確保・浸水防止に関する関係者間の連携を促進

する方策を検討し、関係者間が連携した水防計画等の作成の促進を図る。 

 

（２）ミズベリング・プロジェクトの推進に係る方策検討経費  【国費：約９百万円】 

美しさと風格を備えた魅力ある水辺空間を創出するため、川床やオープンカフェの

設置など、住民、企業、行政が連携し、まちづくりと一体となった取組の推進方策を

検討する。 

 

（３）次世代の防災技術開発のための調査研究経費      【国費：14百万円】 

新たな防災技術の開発を推進するため、災害時の現場対応に関連した技術開発のニ

ーズ及び新たな技術開発につながるシーズについて調査検討を行う。 

 

（４）ソーシャルメディア等を活用した戦略的な防災情報提供に係る検討経費【国費：１２百万円】 

災害時・平時における的確な防災情報の提供を推進するため、発信する情報の内容

やソーシャルメディア等を活用した発信方法等を検討し、ガイドラインの作成を行う。 

 

（５）土砂災害に係る警戒避難体制の強化に資するガイドライン作成【国費：約９百万円】 

土砂災害に対する住民の円滑な避難行動を支援するため、土砂災害の特徴を踏まえ

た具体的な警戒避難の行動手順（タイムライン）を、行政と住民との間で共通認識と

した上で構築するためのガイドラインを作成する。 

 

（６）大規模火山噴火時の緊急調査実施方法検討経費    【国費：５百万円】 

大規模火山噴火後に発生する土石流に対する住民の円滑な避難行動を支援するた

め、広域にわたる降灰時の緊急調査の実施方法を検討するとともに、これらの作業を

支援するソフトやツールの作成等を行う。 

 

（７）災害発生時の応急活動の強化・充実に係る経費     【国費：19百万円】 

災害発生時に被災・浸水状況等を迅速に把握するため、SNS での投稿に付加さ

れた位置情報や官民が保有する車両の通行実績等（ビッグデータ）を活用した被

災・浸水状況等の把握手法を検討し、電子防災情報システムにおける被災情報の収

集・共有の高度化を図る。  
 

（８）新興国等における水防災技術の現状に関する調査・検討経費【国費：約16百万円】 
我が国の水防災技術・河川管理の更なる効率化・高度化を図るため、気候変動に

伴う脆弱性の増大に対する世界各国の対応策等の近年の動向や新興国等の水防災技

術の現状の調査・分析を行う。 

３-７ 行政経費 
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（１）河川・下水道一体の都市集中豪雨対策の推進（社会資本総合整備） 
集中豪雨による浸水リスクの高い都市部において、河川と下水道施設を一体

的に運用するなど賢く使う取組を推進するため、計画策定及び施設整備に要す

る経費を河川事業の交付対象に追加する。 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

（２）氾濫流のコントロールと災害対応･活動拠点等の整備の促進（社会資本総合整備）  
気候変動等に伴い頻発・激甚化する水害に対して、一人でも多く人命を救う

ために、地方公共団体により洪水時の活動拠点の整備や氾濫流を一刻も早く河

川に戻すための排水樋門等の整備を交付対象に追加する。 

 

（３）頻発・激甚化する集中豪雨に対する排水機能向上の促進（社会資本総合整備） 
浸水被害が頻発・激甚化する中で、局所的な内水氾濫への対策が必要な地域

において、地方公共団体による排水ポンプ施設の設置を交付対象に追加する。 

 

（４） 土地利用マネジメントと一体となった効率的・効果的な治水対策の推進 

土地利用一体型水防災事業において、輪中堤の整備、宅地のかさ上げに加え、

住家の買取に係る経費を措置できるよう制度を拡充する。 

 

（５）地域再生水辺空間創造事業（仮称）の創設 
民間活力等を積極的に引き出しながら、水辺空間を「まちの価値を高めるた

めの資源」として有効活用し、水辺とまちの特徴を活かした地域活性化を図る

ため、河川環境整備事業に「地域再生水辺空間創造事業（仮称）」を創設する。 

 

４． 新規要求事項等 

緊急的な運用（賢く使う）イメージ 

４-１ 新規要求制度 

集中豪雨の空間・時間的偏在
豪雨時の河川水位の上昇により下水道からの雨水排

水が困難な地域では、広域調節池と一部の下水道管

を直接接続し、相互融通。 

○時間的・空間的に雨が偏在することに注目し、既設施設を賢く使用するための施設

整備や運用等の効率化計画を策定。（防災・安全交付金の拡充）
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（６）中山間地域等における土砂災害対策の強化（社会資本総合整備） 
土砂災害リスクの高い中山間地域等における拠点の保全を推進するため、 

一定規模の集落単位での採択が可能となるよう砂防事業の交付要件を拡充する。

併せて、災害時要援護者関連施設の保全を砂防事業等の交付要件に追加する。 

 

（７）戦略的な海岸侵食対策の推進（社会資本総合整備） 
予防保全の観点からの広域的な海岸侵食対策を推進し、国土の保全、海岸堤

防等の健全度の維持、良好な海浜環境の形成を図るため、「侵食対策事業」を

拡充し、侵食対策計画の策定に要する経費を交付対象に追加する。 
 

（８）地下街等における下水道浸水対策事業の推進（社会資本総合整備） 
近年の局地的な大雨（いわゆるゲリラ豪雨）等の頻発等に対応するため、予

防的な対策として、特に内水氾濫のリスクが高い地区における総合的な浸水対

策を、下水道浸水被害軽減総合事業の交付要件に追加する。 

 

（９）民間と連携した集中豪雨対策の推進 
民間事業者と下水道管理者が一体的な整備を行う浸水対策事業において、民

間事業者が整備する貯留施設等に対し、国が支援する制度を創設する。 

 

（１０）首 都 直 下 、 南 海 トラフ地 震 の対 象 地 域 に おける下 水 道 地 震 対 策 事 業 の推 進 （社 会 資 本 総 合 整 備 ） 
「首都直下地震対策特別措置法」の制定及び「南海トラフ地震に係る地震防

災対策の推進に関する特別措置法」の改定に伴い新たに指定された緊急対策区

域及び防災対策推進地域を下水道総合地震対策事業の交付要件に追加する。 

 

（１１）下水道計画区域の見直しの推進（社会資本総合整備） 
人口減少等の社会情勢を踏まえ、概ね 10 年程度での汚水処理の概成を図るた

め、汚水処理施設の適切な役割分担を見直した新たな都道府県構想及び整備計

画（アクションプラン）を策定する地方公共団体を支援する制度を創設する。 

 

（１２）効率的な下水道管渠整備の推進（社会資本総合整備） 
一定のコスト縮減が図られた下水道の整備計画（アクションプラン）を策定

した地方公共団体の施設整備を積極的に推進するための支援制度を創設する。 
 

（１３）民間のノウハウ・資金を活用した下水道管渠整備の推進 
下水道管渠整備において、PPP/PFI 手法による民間のノウハウ・資金を最大

限に活用した事業推進を図るため、民間の創意工夫により下水道事業と一体と

なって実施する事業（排水設備の設置等）を支援する。 

 

（１４）災害復旧助成事業に係る再調査制度の導入 
近年の公共事業における労務単価の上昇・資材価格の高騰や、消費税引き上

げなどの社会的要因及び当初予測できなかった事由による事業採択以降の状況

変化等、やむを得ない理由により当初計画（事業費）に変更が生じる事態が想

定されるため、事業費決定後の状況の変化に即応した再調査制度を導入する。 
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（１）雨水貯留利用施設に係る割増償却制度の延長・拡充 
【所得税・法人税】 

  民間事業者が設置する雨水貯留浸透利用施設に係る割増償却制度（5 年間 1 割増

償却）について、対象区域を特定地域都市浸水被害対策計画（仮称。以下「対策計

画」という。）に定める区域とし、対象施設を雨水貯留利用施設に見直し、割増償却

率を 1 割から 2 割に拡充した上で、適用期限を平成 29 年 3 月 31 日まで 2 年間延長

する。 

 
 
 

 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

（２）浸水防止用設備に係る特例措置の拡充 
【固定資産税】 

浸水想定区域内の地下街等の所有者又は管理者が、水防法に規定された浸水防止計

画に基づき平成 26 年 4 月 1 日から平成 29 年 3 月 31 日までに取得した浸水防止用設

備（止水板、防水扉、排水ポンプ、換気口浸水防止器）に係る固定資産税について、

5 年間課税標準を市町村の条例で定める割合（2/3 を参酌して 1/2 以上 5/6 以下の範

囲内）に軽減する制度について、拡大される浸水想定区域を適用区域に追加する。 

 

 
  ○気候変動等の影響による台風の強大化や集中豪雨の多発による浸水被害が発生

し、計画規模を上回る災害に対しても被害を最小化することが必要。 

○地下街等は、浸水スピードが速く、閉鎖的であることから、人命に対するリスク

が大きい。また、浸水が発生した場合、都市・経済活動が機能不全に陥る。  
 

 

【浸水想定区域の拡大】   

○浸水想定区域の設定基準について、現在の洪水防御に関する計画の基本となる降

雨（計画降雨）から現実的に想定される最大規模の降雨とする。  

 

 

○近年、特に都市部では「ゲリラ豪雨」による浸水被害が多発しているが、ゲリ

ラ豪雨は、局地的・短時間・高強度に雨が降り、発生場所等の予測が困難。 

○下水道の整備目標である時間雨量概ね 50 ㎜を超えるゲリラ豪雨が降れば、浸水

被害が発生する可能性が高い。 
○このようなゲリラ豪雨による浸水被害の発生を減少させるため、民間による雨

水貯留利用施設の整備を進める必要がある。 

 

 

【対策計画の創設】 

○対策計画に定める区域内において、民間が設置する雨水貯留施設について税に

よるインセンティブを付与することで、雨水貯留施設の整備促進を図る。 

４-２ 税制 

施策の背景 

浸水被害防止の促進 

施策の背景 

浸水防止対策の強化 
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平成 27 年度独立行政法人水資源機構予算概算要求総括表 
 

（単位：百万円）    

 
 

 

平成 27 年度 

（A） 

前年度 

（B） 

対前年度倍率 

（A/B） 

 

建設事業及び管理業務 

 

39,116 

 

36,006 

 

1.09   

 

 

 

 

平成 27 年度独立行政法人水資源機構財政投融資計画総括表 

 

（単位：百万円）    

 
 

 

平成 27 年度 

（A） 

前年度 

（B） 

対前年度倍率 

（A/B） 

 

建設事業 

 

9,700    

 

7,900    

 

1.23 

 

 

独立行政法人水資源機構事業 （国  費：約 391 億円） 

（前年度：約 360 億円） 

５．独立行政法人水資源機構  
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＜参考＞ 
 

 

 
 

① 台風 8 号及び梅雨前線に伴う 7 月 6 日からの水害・土砂災害 
 

【災害概要】 

・長野県南木曽
な ぎ そ

町
まち

では 1 時間に 70mm の大雨を記録し、大規模な

土砂災害が発生した。 

・山形県では日降水量が観測史上 1 位を更新し、最上
も が み

川
がわ

支川の氾

濫により、南陽
なんよう

市において大規模な浸水被害が発生した。 
 

【被害状況】（H26.7.22  19:00 時点の内閣府情報による） 

・死者 3 名（福島県 1 名、長野県 1 名、愛媛県 1 名） 

・被害棟数 床上・床下浸水 1,300 棟以上 

 ・電力 停電戸数 約 49 万戸 

 ・鉄道 JR 中央線(南木曽駅～十二兼
じゅうにかね

駅間)土石流による橋梁流出に

より運転休止(8/6 運転再開) 

 ・水道 断水戸数 約 3,500 戸 

 

② 台風 12 号に伴う 7 月 30 日からの水害・土砂災害 
 

【災害概要】 

 ・高知県では降り始めからの雨量が 1,000mm を超え、仁淀
に よ ど

川支

川の氾濫等により、いの 町
ちょう

で大規模な浸水被害が発生した。 

・山口県では１時間に 100mm を超える大雨を記録し、岩国
いわくに

市に

おいて、大規模な土砂災害が発生した。 
 

【被災状況】（H26.8.19  18:00 時点の内閣府情報による） 

・死者 4 名（徳島県 1 名、島根県 1 名、山口県 2 名） 

・被害棟数 床上・床下浸水 2,600 棟以上 

 ・電力 停電戸数 約 5 万戸 

 ・鉄道 ＪＲ五能線（岩館
いわだて

駅～深浦
ふかうら

駅間） 大雨に伴う道床流出

により運転休止中（8/19 現在） 

 ・水道 断水戸数 約 2,800 戸 

 

③ 台風 11 号に伴う 8 月 8 日からの水害・土砂災害 
 

【災害概要】 

・徳島県阿南
あ な ん

市では、那賀
な か

川本川の氾濫により、避難所である

中学校が 2 階まで浸水するなど、大規模な浸水被害が生じた。 
 

【被害状況】（H26.8.19  18:00 時点の内閣府情報による） 

・死者 1 名（和歌山県１名） 

・被害棟数 床上・床下浸水 3,000 棟以上 

 ・電力 停電戸数 約 40 万戸 

 ・道路 通行止  国道 493 号（高知県安芸郡
あ き ぐ ん

北川村平
ひら

鍋
なべ

～和田）  

10 世帯 27 人が一時孤立 
 ・水道 断水戸数 約 6,400 戸 

（１） 平成 26 年の水害・土砂災害 

徳島県 阿南市 

那賀川水系の浸水状況 

長野県 南木曽町 

土砂災害の状況 

山口県 岩国市

土砂災害の状況 

山形県 南陽市 

最上川水系の氾濫状況 

高知県 いの町 

 仁淀川水系の氾濫状況

- 45 -



④ 8 月 15 日からの大雨による水害・土砂災害 
 

【被害概要】 

 ・京都府福知山市
ふ く ち や ま し

では、2 日間雨量が観測史上 1 位を更新し、

由
ゆ

良
ら

川支川の氾濫等により大規模な浸水被害が発生した。 

 ・兵庫県丹波市
た ん ば し

において、大規模な土砂災害が発生した。 
 

【被害状況】（H26.8.21  10:00 時点の内閣府情報による） 

 ・死者 4 名（石川県 1 名、京都府 1 名、兵庫県 2 名） 

 ・被害棟数 床上・床下浸水 2,200 棟以上 

 ・電力 停電戸数 約 2 万 8 千戸 

 ・ガス 供給支障 約 60 戸 

 ・鉄道 ＪＲ高山線（高山駅～飛騨
ひ だ

一ノ宮
い ち の み や

駅間） 

大雨に伴う道床流出により運転休止（8/19 運転再開） 

 ・水道 断水戸数 約 1,900 戸 
  

⑤ 広島市における 8 月 19 日からの大雨による土砂災害 
 

【被害概要】 

 ・広島
ひろしま

市では、24 時間雨量が観測史上 1 位となる 

257mm を記録し、大規模な土砂災害が発生した。 
 

【被害状況】（H26.8.21  16:00 時点の内閣府情報による） 

 ・死者 34 名 

・行方不明者 31 名 

・住家被害  185 棟 

 ・電力 停電戸数 約 6 万 6 千戸 

 ・水道 断水戸数 約 7,700 戸 

  

京都府 福知山市 

由良川水系の氾濫状況 

【台風12号経路】

【台風11号経路】

【台風 8 号経路】

＊以下の水害、土砂災害を表示 

水害･･･床上浸水 10 件以上

土砂災害･･･死者 1 名以上 

広島県 広島市 

土砂災害の状況 
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●TEC-FORCE 等について 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

市長を本部長とする災害対策本部にリエゾンを派遣し、 

災害対応に関する技術的助言を実施 

 （H24.9 九州北部豪雨 大分県日田市） 

今後の警戒避難体制等に関する 

地元自治体への技術的助言を実施 

（H24.9 九州北部豪雨、熊本県南阿蘇村） 

TEC-FORCE（緊急災害対策派遣隊）とは

○ TTEECC－－FFOORRCCEE（（緊緊急急災災害害対対策策派派遣遣隊隊））は、多くの災害対応経験を有する職員や、

災害現場で求められる専門能力を有する職員など、全国の国土交通省職員の中から

任命された災害対応の実働部隊で構成   
 

○ 大規模な自然災害の発生が予想される場合や災害対応時において、全国から自治体

に結集し、主に下記の活動を実施  

 災災害害発発生生前前かかららリリエエゾゾンンをを自自治治体体にに派派遣遣しし、、技技術術的的助助言言をを実実施施  
→豪雨等による災害発生のおそれが高まった段階から、リエゾンを自治体に派遣し、状況に応じ

たきめ細やかな技術的助言を実施。 
 

 ヘリコプター等による迅速な被被災災状状況況のの把把握握・・分分析析   
→平成 25 年台風 26 号の影響により、土砂災害等が発生した東京都大島町へ、国土交通省保有の

防災ヘリコプター3 機と、TEC-FORCE をのべ 1,265 人・日派遣し、上空と地上から被害状

況の分析を実施  
 

 被災自治体の通通信信手手段段のの確確保保（通信衛星車等の配備）  
→平成 23 年東日本大震災では、延べ約 600 台・日（平成 23 年 3 月 11 日～6 月 6 日） 

の通信用機材を配備  
 

 被災施設の応急対応や復旧方法及び代替ルートの確保等の技技術術的的助助言言のの実実施施  
→平成 20 年岩手県内陸地震では、河道閉塞に対する危険度判定及び対策工の技術的助言、 

二次災害防止のための観測機器設置・警戒避難体制構築に関する技術的助言を実施  
 

 浸水地域における排排水水活活動動のの実実施施（排水ポンプ車の派遣）  
→平成25年台風18号及び前線の影響により、大規模な浸水被害が発生した京都府福知山市では、

緊急排水作業実施のため、排水ポンプ車 12 台が出動し、24 時間体制で排水を実施  

TEC-FORCE の主な活動 

浸水エリアに排水ポンプ車を派遣し緊急排水を実施

（H25.9 台風 18 号 京都府福知山市） 

自衛隊・消防等の救命救助活動時に、 

二次災害を回避するための技術的助言を実施

（H25.10 台風 26 号 東京都大島町） 
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●TEC-FORCE、災害対策用車両の派遣状況 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

◆H26 年 7 月  台風 8 号及び梅雨前線により被害を受けた長野県南木曽町での対応 

 

 

 
 

 

 

 

 
◆H26 年 8 月 台風 12 号により被害を受けた山口県和木町での対応 

・TEC-FORCE を派遣し、被害状況調査等を実施 

・災害対策用機械(排水ポンプ車、照明車等)を派遣し、応急対応を支援 
 

TEC-FORCE 隊員、災害対策用車両の派遣状況＊ 

 台風 8 号 台風 11 号 

及び台風 12 号

8 月 15 日 

からの大雨 

8 月 19 日 

からの大雨

TEC-FORCE（人・日） 186 356 92 63
災害対応用機械（台） 30 149 36 13
うち 排水ポンプ車 17 90 21 3

照明車 7 39 12 8
その他 6 20 3 2

＊8/21 時点調べ  

応急対応 自治体への技術的助言 

被災した県道 264 号梨子沢橋

の仮橋仮設の技術支援 

民家、生活道路への越水防止

のため、大型土のうを設置 

被害状況調査 

照明車による夜間作業支援状況 衛星通信車による支援状況 災害対応に関する 

自治体への技術的助言 

ヘリコプターによる被害状況の広域調査 二次災害を防止するための被害状況調査 南木曽町長への二次災害 

の警戒に関する調査結果報告

災害対応に関する 

自治体への技術的助言 
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【ダム事業が効果を発揮した事例】 
 

○淀川
よどがわ

水系 淀川上流ダム群の洪水調節効果等 
（平成 25 年 9 月 15 日からの台風 18 号による大雨） 

・台風 18 号の豪雨により、淀川水系では大規模な出水が発生。特に、 桂
かつら

川において

は、堤防上を洪水が越水し、いつ堤防が決壊してもおかしくない状況となった。 

・日吉
ひ よ し

ダム、天ヶ瀬
あ ま が せ

ダム等の淀川上流ダム群で最大限の洪水調節を実施し、水位を大幅

に低減するとともに、現地においては水防活動が行われ、その結果、堤防決壊という

最悪の事態を免れることができた。  

・仮にダムによる洪水調節がなければ、堤防が決壊した可能性が高く、その場合には、

約 1.2 兆円の被害が発生したと推定される。 
あ 

 

 

（２） 事業の効果 

ダムによる洪水調節がなければ、

堤防が決壊した可能性が高く、

その場合には、約 1.2 兆円の被害

が発生していたと推定 

※計算条件：堤防が決壊した場合の浸水状況を氾濫シミュレーションにより計算。

決壊地点は今回の出水で越流が生じた右岸側の地点を仮定。越流した 400m の区

間のうち 7k 地点で約 100m にわたり計画高水位にて決壊したものとして計算。

※想定被害額は治水経済調査マニュアル（案）により算定。 

算定に使用したデータ：国勢調査 H17、事業所統計 H18  

○桂川 久我
こ が

橋下流の状況 

市街地へ流れ込む洪水

○淀川上流ダム群による洪水調節 

堤防を乗り越える洪水 

宇治川

木津川

桂川

淀川

久我橋

室生ダム 青蓮寺ダム

比奈知ダム

瀬田川洗堰

高山ダム

布目ダム

日吉ダム

天ヶ瀬ダム

宇治川、桂川、木津川の合流地点 天ヶ瀬ダム 日吉ダム

宇治市街地

天ヶ瀬ダム 

桂川

鴨川

想定浸水範囲
宇治川

木津川
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【河川事業が効果を発揮した事例】 

 

○ 梯
かけはし

川
がわ

水系 梯
かけはし

川
がわ

（平成 25 年 7 月 29 日の大雨による洪水） 
 

・梯川では、7 月 29 日の１日で平年の 7 月 1 ヶ月間分の雨量を記録。 

・小松
こ ま つ

市を貫流する下流部において、計画高水位に迫る、昭和 47 年の観測開始以来最

高水位を記録（埴
はね

田
だ

観測所）したが、これまでの堤防整備（引堤
ひきてい

）により、整備前

と比べて約 70cm 水位を下げることができ、越水、決壊を未然に防ぐことができた。 
 

 

想定される浸水状況 

想定浸水範囲 

小松市役所 

5.4km 地点

梯川 

梯川 

梯川 

位置図 

かけはしがわ 

埴田観測所

堤防整備（引堤）後 川幅を約1.5倍に拡幅

▽

堤防整備前では、越水、

決壊していたおそれあり

(5.4k付近)
5.69m

約80m
5.66m5.38m

(5.4k付近)

▽新堤

▽

計画高水位

5.69m

5.00m

5.09m

約120m
6.29m 6.29m

※旧堤

撤去済み

引堤しなかった場合の
今回洪水での水位（計算値）

堤防整備後
（現在）

今回洪水の水位（計算値）

約70cmの水位低下

により越水を防いだ

堤防整備前
（昭和46年）

引堤しなかった場合の
今回洪水での水位（計算値）

堤防整備がなされていなければ、

越水や決壊していたおそれがあり、

その場合には、約 1,700 億円の

被害が発生していたと推定 

※計算条件：堤防が決壊した場合の浸水状況を氾濫シミュレーションにより計算。

 治水経済調査マニュアル（案）に基づき、堤防決壊地点等を仮定。 

※想定被害額は治水経済調査マニュアル（案）により算定。 

算定に使用したデータ：国勢調査 H22、経済センサス H21  

出水状況【5.4k 付近（H25. 7.29 撮影）】 

出水状況【9.8k 付近（H25. 7.29 撮影）】 

凡例 
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【砂防事業が効果を発揮した事例】 

 

○愛媛県松山
まつやま

市 ボウノヲク川（平成 26 年 7 月豪雨） 
 

・愛媛県松山
まつやま

市ボウノヲク川では、平成 26 年 7 月梅雨前線豪雨により、土石流が発生

した。当地区では砂防堰堤が整備されていたため土石流を捕捉し、11 戸の集落を土砂

災害から守った。 
 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○淀
よど

川
がわ

水系 滝
たき

川
がわ

（平成 25 年台風 18 号） 
 

・滋賀県大津
お お つ

市北
きた

小松
こ ま つ

では、平成 25 年の台風 18 号の豪雨により、土石流が発生した。

当地区では砂防堰堤が整備されていたため土石流を捕捉し、約 200 戸の集落を土砂

災害から守った。 

 
 

 

 

 

 

 

砂防堰堤 

被害が防止された集落 

土石流発生前 

土石流の捕捉状況 

土石流 

位置図 

全景 

土石流発生前 土石流の捕捉状況 
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【下水道事業が効果を発揮した事例】 

 

○大阪府 東
ひがし

大
おお

阪
さか

市（平成 25 年 8 月） 
 

・平成 25 年 8 月の豪雨は、昭和 57 年 8 月の豪雨よりも雨量が大きかったにも関わら

ず、浸水戸数は約 12,000 戸減少（約 99.9%減少）した。 

・当地区では、幹線管渠および約 21,800m の雨水増補管（平成 24 年度末時点）が整

備され、浸水被害の大幅な軽減に貢献した。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

○京都府 京都
きょうと

市、向日
む こ う

市、長 岡 京
ながおかきょう

市（平成 25 年 9 月台風 18 号） 
 

・平成 25 年 9 月の台風 18 号がもたらした豪雨は、平成 11 年 6 月の豪雨よりも雨量が

大きかったにも関わらず、浸水戸数は 331 戸減少（約 75%減少）した。 

・当地区では雨水貯留施設（いろは呑
どん

龍
りゅう

トンネル）の北幹線（4.92km）が整備されて

おり、浸水被害の大幅な軽減に貢献した。 

・また、現在建設中の南幹線（4.26km）が完成すると、台風 18 号と同規模の豪雨発生

時において浸水被害は解消されるものと推計される。 

 

 

 

 

 

 

降雨強度 

増大 

浸水戸数 
約 99.9%減少

昭和 57 年 8 月の浸水区域 平成 25 年 8 月の浸水区域

降雨強度

増大 

浸水戸数 
約 75%減少

昭和 57 年 8 月豪雨の被害状況 

昭和 57 年 9 月 平成 25 年 8 月 昭和 57 年 8 月 平成 25 年 8 月 

平成 11 年 6 月 平成 25 年 9 月平成 11 年 6 月 平成 25 年 9 月完成した北幹線管渠 

浸水区域 

雨水増補管整備前 雨水増補管整備後 

雨水増補管整備 

北幹線整備

浸水区域

行政界
行政界

雨水増補管

幹線管渠 幹線管渠
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（１） 多国間・二国間の国際会議を通じた知見・技術の発信 
 

○国連の防災と水に関する活動支援等により国際社会における「防災の主流化」の推進 

 
 

 

 

 

 

 

世界における水防災対策の推進及び我が国の水防災技術の海外展開に資する環境

整備等に寄与するため、防災と水に関する国連事務総長特使の参加する会議や EU と

の防災対話等の場において、水防災に係る国際目標・指標等に係る我が国の提案を発

信している。 

防災に関する新たな国際的な取組指針が策定される第 3 回国連防災世界会議(2015
年 3 月 仙台開催)に向けて、東日本大震災等の経験を踏まえ、我が国における防災

の主流化の取組について各種会議で発信し、国際社会の議論に貢献している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

○気候変動等による世界的な水問題の解決に貢献するため、水に関する国際会議におい

て議論を主導するとともに、我が国の有する水資源管理の経験・技術を発信 
 

世界水フォーラム等の国際会議の場を活用し、2015 年に決定する「ポスト 2015
開発目標」等に防災、水と衛生に関する目標を位置づけるよう議論を主導するととも

に、世界的な水問題の解決に資する我が国の経験・技術に関する情報を発信している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆防災の主流化とは、次の 3 点の主旨で使用される。  

①  各国政府が、「防災」を政策の優先課題とすること 

②  全ての開発政策・計画に「防災」を導入すること 

③   「防災」に関する投資を増大させること 

（３）水分野における国際戦略 

 
第 6 回世界水フォーラム（フランス） 

（2012 年 3 月） 

 
「国連世界水の日記念式典」で講演する大臣（東京） 

（2014 年 3 月） 

水と災害ハイレベル・パネル（東京） 

（2013 年 6 月） 

大臣と欧州委員（国際協力・人道援助・危機対応担当）

との日 EU 防災協力に関する閣僚級会合（東京） 

（2013 年 11 月） 
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（２） 国際競争力の強化、海外展開の推進 
 

○我が国に優位性のある技術・システムの国際標準化の推進 
 

下水道分野における国際規格策定の主導 

                  
 

          

 
○水防災、水資源管理、水環境改善等の水に関する我が国の経験・技術を活用したセミ

ナー・ワークショップ、研修等の実施により水関連技術の海外展開を推進 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
○アジアをはじめとする災害に脆弱な国に対して「防災協働対話」の実施により防災分

野の支援を強化し、治水計画や洪水予警報システム、ダム再生、土砂災害対策等の施

策・技術の海外展開を推進 
 

平常時からの対話を通じて防災上の課題を発掘・共有し、解決策を見いだすことを

指向した「防災協働対話」を、両国の産官学の参画により実施している。 
 

 

 

 

 

 
日・ベトナム水資源・防災ワークショップ 

（2014 年 3 月） 

水の再利用に関する第 1 回 ISO 専門委員会（TC282） 

（2014 年 1 月 於東京） 
我が国が幹事国を務める水の再利用に関する専門委員会

(TC282)で膜処理技術等の ISO 化を主導 

日・ベトナム下水道セミナー 

（2014 年 7 月） 

大規模天然

ダムの形成

インドネシアで発生した天然ダムの水位観測に我が国

の技術が導入され、決壊時の被害の軽減に寄与 

水位観測ブイの設置 

精密ろ過膜（平膜） 精密ろ過膜（セラミック膜） 

洪水予警報システムの海外展開 

洪水予警報システムパッケージ（イメージ） 
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  防災・減災対策の強化及び適切な海岸管理を進めるため、堤防と一体的に設置される

減災機能を有する樹林等を海岸保全施設に位置付けるとともに、海岸保全施設の維持・

修繕基準の創設、水門・陸閘等に関する操作規則等の策定の義務付け及び操作従事者等

に対する損害補償規定の整備等の所要の措置を講ずる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

背 景 

○今後発生が想定される南海トラフ地震等の災害

による大規模な津波、高潮等に備えるため、海岸

の防災・減災対策の強化が必要 

○高度成長期等に集中的に整備された海岸

保全施設の老朽化への早急な対応が必要 

東日本大震災における堤防、水門の破壊 鋼矢板の腐食・コンクリートの劣化、堤防のひび割れ

○海岸管理における防災・減災対策の推進 

「緑の防潮堤」のイメージ 

 堤防と一体的に設置される減災機能を有する樹林（「緑の防潮

堤」）など粘り強い構造の海岸堤防等を海岸保全施設に位置付

け 
 

 関係者が海岸の防災・減災対策を協議するための協議会の設置

海岸の防災・減災対策の強化 

○水門・陸閘
こう

等の安全かつ確実な操作体制の確立

 水門・陸閘
こう

等について、災害発生時に現場操作員の安全を確保

しつつ適切に操作するための操作方法、訓練等に関する操作規

則等の策定 
 

 災害時の海岸管理者による障害物の処分等の緊急措置及び

水門・陸閘
こう

等の操作従事者等に対する損害補償規定の整備 
 陸閘の閉鎖作業 

○海岸保全施設の適切な維持管理 

 堤防の点検 

 海岸管理者の海岸保全施設に関する維持・修繕の責務を明確化

し、予防保全の観点から維持・修繕基準を策定 
 

 船舶が座礁等した場合に海岸保全施設の損傷等を防止するた

め、海岸管理者は当該船舶の撤去を命令 

海岸の適切な維持管理の確保 

○地域の実情に応じた海岸の維持管理の充実 

 海岸管理者は海岸の管理に協力する法人又は団体（NPO 等）

を海岸協力団体として指定 

海岸保全区域内での船舶の座礁 

（４）海岸法の一部を改正する法律（平成 26 年 6 月 11 日公布）

改正の概要 

海側 陸側
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○土石流・流木対策技術指針の改訂

○火山地域を対象に国による大規模災害
のリスク調査の実施

○土砂災害に対するタイムライン作成の手
引きの策定

○災害の前兆や発生情報等を活用した情
報提供の充実・強化

○火山噴火時や二次災害防止など大規模
災害に関し自治体支援を充実・強化

○災害の発生前後において、情報提供や専門
技術に基づいた避難勧告時の助言等、市町
村への支援の強化を図ること。

気候変動を踏まえた
国土監視・維持管理

等の強化

警戒避難体制の強化

市町村等の自治体
支援の強化

火山地域等の
土砂災害対策強化

○住民・関係機関の参加による土砂災害に対す
るタイムラインの作成を推進すること。

○土砂災害警戒区域等の指定を促進すること。

○気候変動による大規模災害に対し、少しでも
長い時間、施設の減災機能を発揮。ソフト対
策を組合せ、多重防御を推進すること。

○地震計や人工衛星等を活用し大規模災害へ
の国土監視の強化を図ること。

○砂防設備等の長寿命化を図るとともに、危険
区域の安全を確保すること。

○火山地域のリスク評価技術を高度化し伊豆大
島災害等を教訓とした土石流対策、流木対
策の強化を図ること。

○大規模土砂災害に対する技術指針等の
作成

○地震計ネットワークや人工衛星等を活用
した国土監視技術の高度化のための調
査研究

○砂防設備等の長寿命化計画の策定、維
持管理の徹底

今後、講ずべき措置主な提言内容提言事項

 

 
 

平成 25 年 10 月に東京都大島町で発生した土砂災害等を教訓として、猛烈な豪雨

にともなって土石流が尾根を乗り越える現象や大量の流木に対処するためのハード

対策や、土砂災害から住民の生命を守るための警戒避難対策等のソフト対策の強化に

ついて検討するため、砂防、火山、災害情報等の学識経験者などで構成する「土砂災

害対策の強化に向けた検討会」を設置し、これまでに課題について議論・検討を進め、

本年 7 月に提言をとりまとめた。 

 

 
【災害の発生状況】               【警報等の発表経過】 
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15日11時30分

大雨警報

15日17時38分

連
続
雨
量
（
ミ
リ
）

時
間
雨
量
（
ミ
リ
／
時
間
）

16日2時半頃
土砂災害発生

土砂災害警戒情報

15日 18時05分

【降雨の状況】大島観測所
連続雨量 824.0mm、時間最大 118.5mm

言提

平成 25 年 10 月の伊豆大島土砂災害の教訓 

①火山地域における災害実態（流域乗り越え、流木被害等）を踏まえた対策の検討

②気候変動に対応するための国土監視と多重防御の必要性 

③土砂災害に対する警戒避難体制の強化の必要性 

④TEC-FORCE などによる市町村への技術支援の充実の必要性 

火山地域で発生した（流木

を伴う）大規模な土石流に

より甚大な被害が発生 

（５） 土砂災害対策の強化に向けた取組 
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注目されつつある水辺に対する関心を更に高め、「まちの価値を高めるための資源」

として有効利用されるよう、民間活力を積極的に引き出すためのプロモーション 

（ミズベリング・プロジェクト）や制度の拡充・改善を進めることにより、水辺の回

遊性向上などを図りながら、世界から注目を集め、外国人観光客を魅了する風格を備

えた水辺空間を、まちづくりと一体となって創出する。 
 
 

○我が国の河川の課題 

高度経済成長期を経て、多くの都市河川は開発

と効率を重視した排水路と化し、街並みからも背

を向けられる状況にあった。 
 

 

 

 

 

 

 

○今後の水辺の可能性 

 美しさ（デザイン）と風格を備えた魅力ある水辺

空間をまちづくりと一体となって創出する。 
 

 
 

○水辺とまちのソーシャルデザイン懇談会の開催 

 各界の有識者等からなる懇談会を設置。美しさと

風格を備えた、魅力的な水辺とまちの未来創造に向

けた議論を交わし、メッセージを発信。  
 

 

 

 

 

 
 

○ミズベリング・プロジェクトの展開 

ミズベリングは「水辺＋RING(輪)」、「水辺＋R(リノベーション)＋ING(進行形)」

の造語。 水辺に興味を持つ市民や企業、そして行政が三位一体となって、かつての

賑わいを失ってしまった日本の水辺に、新しい活用の可能性を創造していくプロジ

ェクト。水辺とまちが一体となった美しい景観と、新しい賑わいを生み出すムーブ

メントをつぎつぎと起こす取組。  
 

 

 

建物が背を向け直立護岸が 

水辺とまちを遠ざける状況 

水辺を「つくる」だけではなく 「育てる」 

ための 3 つのコンセプト 

①水辺空間の賢い利用 

②積極的な民間投資の誘導 

③市民や企業を巻き込むソーシャルデザイン 

メッセージブック 
～ここから水辺の未来が動き出す～ 

 
懇談会で生まれた

ヒントフレーズを

もとに構成 

水辺とまちの未来

創造に向けたアイ

デアや取組を紹介 

 

『ミズベリング東京会議』の開催 

［平成 26 年 3 月 22 日］ 

 

（６） ミズベリング・プロジェクトの取組 

「夏の水辺楽しみスポット｣募集中

 

ミズベリング事務局 HP 

       はこちら → 

身近な水辺スポットの「体験」を
広め「共有」することで、水辺の
「魅力」を再発見 

 

〝ロゴ〟を用いた 

機運を高める取組 

 

水辺を中心とした賑わい空間の創出 

道頓堀川（大阪市） 

第 1 回懇談会の開催［平成 25 年 12 月 27 日］  

 

『ミズベリングニコタマ会議』

5 月 22 日 
 

『ミズベリング万世橋会議』 

7 月 7 日 
 

→今後、全国に展開 
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東日本大震災の被災地の復旧・復興を加速するため、仙台湾南部海岸や名取川等

において、河川・海岸堤防の復旧・整備や耐震・液状化対策等を推進する。 

 

＜海岸・河川・下水道の復旧・復興の状況＞ 

 

（７） 東日本大震災からの復旧・復興の取組 
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復旧・復興 全国防災 復旧・復興 全国防災

（A=B+C） （Ｄ=Ｅ+Ｆ）

治 水 26,581 8,065 18,516 25,610 8,101 17,509

海 岸 6,727 - 6,727 8,273 - 8,273

- - - - - -

都 市 環 境 整 備 - - - - - -

- - - - - -

事　　　　項

事　　業　　費

（Ｅ）

平成２７年度

（B） （C）

前年度

（Ｆ）

治 山 治 水

住 宅 都 市 環 境 整 備

下 水 道

33,308 8,065 25,243 8,101 25,78233,883

（８）平成27年度 「東日本大震災復興特別会計」

水管理・国土保全局関係予算概算要求総括表

一般公共事業　計 33,308 8,065 25,243 33,883 8,101 25,782

383,066 383,066 - 228,556 228,556 -

383,064 383,064 - 228,556 228,556 -

2 2 - - - -

(391,131) (391,131) (  -  ) (236,657) (236,657) (  -  )

416,374 391,131 25,243 262,439 236,657 25,782

行 政 経 費 - - - - - -

(391,131) (391,131) (  -  ) (236,657) (236,657) (  -  )

416,374 391,131 25,243 262,439 236,657 25,782

※１．本表の計数には、平成26年度より社会資本整備事業特別会計が廃止されたことに伴う影響額が含まれている。　

※２．上段（　）内書きは復興庁計上分である。

※３．上記計数のほか、

　（１） 委託者の負担に基づいて行う附帯工事費として平成27年度238百万円、前年度301百万円

　（２） 社会資本総合整備（国費1,318億円［省全体］｛うち復興庁計上の国費1,220億円｝）

　がある。

災 害 復 旧 関 係 事 業

災   害   復   旧

災   害   関   連

公共事業関係　計

合　　　　　　　　計
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（単位：百万円）

対前年度
倍　率

対前年度
倍　率

対前年度
倍　率

（Ｇ=Ｈ+Ｉ） （Ｇ/Ｊ） （Ｈ/Ｋ） （Ｉ/Ｌ） （Ｊ=Ｋ+Ｌ）

26,581 1.04 8,065 1.00 18,516 1.06 25,610 8,101 17,509

6,727 0.81 - - 6,727 0.81 8,273 - 8,273

- - - - - - - - -

- - - - - - - - -

- - - - - - - - -

国　　　費

復旧・復興 全国防災

前年度平成２７年度

復旧・復興 全国防災

（Ｋ） （Ｌ）

33,883 8,10133,308 0.98 8,065 1.00

（Ｈ） （Ｉ）

25,78225,243 0.98

33,308 0.98 8,065 1.00 25,243 0.98 33,883 8,101 25,782

359,861 1.66 359,861 1.66 - - 216,434 216,434 -

359,860 1.66 359,860 1.66 - - 216,434 216,434 -

1 皆増 1 皆増 - - - - -

(367,926) (1.64 ) (367,926) (1.64 ) (  -  ) - (224,535) (224,535) (  -  )

393,169 1.57 367,926 1.64 25,243 0.98 250,317 224,535 25,782

- - - - - - - - -

(367,926) (1.64 ) (367,926) (1.64 ) (  -  ) - (224,535) (224,535) (  -  )

393,169 1.57 367,926 1.64 25,243 0.98 250,317 224,535 25,782
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水管理・国土保全局関係施策の詳しい内容やリアルタイ

ムの河川情報、土砂災害情報については、以下のホーム

ページでご覧になれます。 

 

＜水管理・国土保全局ホームページ＞ 

http://www.mlit.go.jp/mizukokudo/ 

 

＜川の防災情報＞ 

（全国のリアルタイム雨量・水位などの情報） 

http://www.river.go.jp/ 

http://i.river.go.jp/(携帯電話向け) 

 
川の防災情報ＱＲコード 

（この冊子は、再生紙を使用しています。） 


